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午前１０時０１分 開議   

○議長（小比類巻雅彦君） 出席議員は定足

数に達しておりますので、会議は成立いたし

ます。 

 これより、本日の会議を開きます。 

 本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。 

───────────────── 

  ◎日程第１ 議案第４６号 

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第１ 議案

第４６号平成２６年度三沢市一般会計補正予

算（第６号）を議題とします。 

 この議案は、昨日、当局より追加議案とし

て提出されたものです。 

───────────────── 

  ◎日程第２ 提案理由の説明 

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第２ 提案

理由の説明を願います。 

 市長。 

○市長（種市一正君） おはようございま

す。 

 議案第４６号平成２６年度三沢市一般会計

補正予算（第６号）について御説明申し上げ

ます。 

 この議案は、国の平成２６年度補正予算で

あります社会保障税番号制度システム整備費

補助金の増額と、地方創生にかかわる地域住

民生活等緊急支援のための交付金の交付が国

会において可決、成立したことを受けまし

て、去る３月２日の開会日において御提案申

し上げました各議案に追加して御提案申し上

げるものであります。 

 まず、歳出でありますが、総務費の地域住

民生活等緊急支援事業費として、消費喚起生

活支援のためプレミアムつき商品券発行事業

に６,１００万円、地方創生のため総合戦略等

策定支援業務に１,０００万円など、総額で１

億８,４１５万９,０００円を予算措置いたし

ました。 

 これらの事業実施に伴う財源として、国庫

支出金については、地域住民生活等緊急支援

のための交付金１億４,１２６万２,０００円

など、総額では１億５,１３８万８,０００円

を増額いたしております。 

 県支出金につきましては、低所得者等向け

商品券購入促進等事業費補助金１２５万円を

増額いたしております。 

 さらに、市の一般財源分として、地方交付

税３,１５２万１,０００円を増額いたしたと

ころであります。 

 この結果、補正総額は、歳入歳出とも１億

８,４１５万９,０００円の増額補正で、既定

額との累計では２１５億４,３１５万９,００

０円となったところであります。 

 以上、よろしく御審議のほどお願い申し上

げます。 

───────────────── 

  ◎日程第３ 市政に対する一般質問 

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第３ 市政

に対する一般質問を行います。 

 お手元に配付しております一般質問一覧表

のとおり進めます。 

 太田博之議員の登壇を願います。 

○８番（太田博之君） おはようございま

す。 

 ８番みさわ未来の太田博之でございます。 

 それでは、通告に従いまして、選挙問題、

そして、行政問題について一般質問をさせて

いただきます。 

 はじめに、選挙問題。投票率の向上対策等

について伺います。 

 ことしは、今さら言うまでもなく統一地方

選挙の年であります。 

 当市においても、４月１２日投開票の青森

県議会議員一般選挙、６月７日投開票の青森

県知事選挙並びに三沢市長選挙が同時に行わ

れます。また、来年の３月には、私どもの三

沢市議会議員一般選挙が行われる予定となっ

ております。 

 そうした中、今国会に、これまでの選挙権

が２０歳以上から１８歳以上に引き下げられ

る公職選挙法改正案が提出され、成立が確実

と見られており、来年の夏に行われる参議院

議員選挙から実施する予定となっています。 
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 日本では、現行の選挙権２０歳以上は、１

９４５年・昭和２０年に施行、翌昭和２１年

から実施されておりますが、海外を見てみま

すと、選挙権年齢を１８歳以上と定めている

国が主流であり、世界の８割以上の国で採用

されています。 

 アメリカ、ロシア、イギリス、ドイツ、イ

タリア、カナダなど、先進国主要会議、いわ

ゆるＧ８で選挙権が２０歳以上となっている

のは日本だけなのであります。 

 せっかくの機会ですので、ここで少しだけ

日本における選挙権について振り返ってみた

いと思います。 

 それでは、議長のお許しをいただきました

ので、１枚の選挙ポスターを紹介したいと思

います。(壇上よりパネルを掲示する)  

 さて、このポスターは、１９００年・明治

３３年、政党政治の必要性を感じた伊藤博文

が組織した立憲政友会の作成したポスターで

す。１９２８年・昭和３年、第１６回衆議院

選挙、いわゆる総選挙で、この立憲政友会が

このポスターを使って選挙戦を戦いました。 

 この選挙は、日本におけるはじめての男子

普通選挙であり、それまでさまざまな条件、

例えば明治の時代であれば、直接国税を１５

円以上払った者、また、それから緩和をされ

るのですけれども、さまざまな条件があっ

て、選挙権はほんの一部の国民の権利だった

ものが、この昭和３年の選挙において、２５

歳以上の男性全員に選挙権が付与されたので

す。いわゆる日本における民主政治の幕あけ

となった記念すべき選挙で使われたポスター

なのであります。 

 そして、昭和２０年、ポツダム宣言によっ

て、ようやく婦人の参政権が認められ、２０

歳以上の男女に選挙権が付与され、現行の完

全普通選挙が行われることになったのです。 

 さて、このポスターを見てどんな感想を持

たれたでしょうか。古い資料ですので、Ａ３

判くらいにしか拡大できなかったので、

ちょっと見にくいと思いますけれども、

ちょっとこの内容を見ていきたいと思いま

す。 

 今、当たり前のように叫ばれている地方分

権について、明確に地方のあり方を語ってい

るのであります。内容をちょっと読んでみた

いと思います。 

 「地方に財源を與ふれば完全な発達は自然

に来る」、「地方分権丈夫なものよ ひとり

あるきで發てんす」。片や、「中央に財源を

奪ひて補助するは市町村を不具者にするも

の」。不具者とは、今は使ってはいけない言

葉ですが、時代背景を考えて、そのまま使わ

せていただきます。「中央集權は不自由なも

のよ 足をやせさし杖もらふ」。「国民諸君

は何づれの姿を望むや」。 

 そしてここに、「地租ヲ市町村ニ移セバ恒

久財源ヲ得テ市町村民ノ負担ガ軽クナリ従ツ

テ地方ハ発展ス」。この地租というのは、当

時土地にかけられていた国税のことです。い

わゆる国税を市町村に移せば、恒久財源を得

て市町村民の負担が軽くなって、地方は発展

するのだと。 

 そして、「地域セマキ町村ニ對シテハ例外

ヲ設ケ教員ノ俸給ヲ補助ス」。いわゆる国の

お金できちんと学校の先生の給料は補塡しま

すよということを書いて、国民諸君はいずれ

かの姿を望むやということを書いてあるわけ

であります。 

 私は、これまで選挙にかかわる一般質問を

数多く取り上げてまいりました。はじめて選

挙問題に触れたのは、平成１９年第３回定例

会であります。 

 現在、全国で投票率が一番低い県は、御承

知のとおり青森県でございます。さらに、そ

の投票率は毎回低下をし、全く歯どめがか

かっておりません。とりわけ、若者の投票率

の低さは深刻であり、県民、市民の行政への

関心の低さから、政治離れは危機的な状況で

あると言っても過言ではないのではないで

しょうか。 

 そうした中、教育委員会並びに選挙管理委

員会は、回を重ねるごとに前向きな答弁をい

ただき、そして、私の提案も取り入れていた
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だくようになりました。 

 実施には至りませんでしたが、中学生によ

る模擬投票へも取り組んでいただきました。

また、今年１月には、教育委員会主催の子供

議会が開催をされました。 

 その他、選挙管理委員会や三沢市明るい選

挙推進協議会が働きかけをして、商工会とタ

イアップし、投票率向上対策として、平成２

５年７月に行われた参議院議員通常選挙にお

いて、商店街でのお買い物割引券やポイント

を進呈する事業の実施や、昨年末の総選挙で

は、期日前投票所を市役所別館の２階から１

階へ移動させるなど、実績を上げてきている

ことは大変喜ばしく感じてきております。 

 しかし、投票率向上に向けての抜本的な対

策はいまだに示されておりません。先ほど紹

介したポスターは８７年前のものです。日本

の地方自治制度を語るとき、各自治体の政策

や議会の役割を見直すことはもちろんです

が、将来、この国、この地域を担う子供たち

へ何を伝えていかなければならないのか。 

 地方分権、地域主権時代を考えるにつけ、

さらには、安倍政権において、地方創生がこ

の国の成長戦略の柱と位置づけられている

中、改めてこのポスターを見て、選挙権が１

８歳以上へ引き下げられる機会に、教育委員

会並びに選挙管理委員会の対策はもとより、

行政並びに私たち政治家の生きざまが問われ

ていることを決して忘れてはいけないと思う

のであります。 

 そこで、３点について伺います。 

 １点目は、小中学生における主権教育に、

三沢市教育委員会並びに三沢市選挙管理委員

会はどのように取り組んでいくのか伺いま

す。 

 ２点目は、投票率向上に向け、有権者の利

便性を考え、期日前投票所の増設等、今後の

対応について伺います。 

 ３点目、投票日における投票時間について

でありますが、過去３回の選挙、平成２４年

１２月に行われた衆議院議員総選挙、平成２

５年７月に行われた参議院選挙、平成２６年

１２月の衆議院議員総選挙において、午後６

時から午後８時までの投票率の平均が約７.１

％となっていることから、今後、期日前投票

のさらなる充実を図る中で、午後６時以降の

投票率の動向によっては、選挙の事務事業に

かかわる人たちの負担軽減や経費の節減を目

的に、投票時間を見直す考えがあるのか、お

伺いをいたします。 

 次に、行政問題、行政財産の使用許可につ

いて伺います。 

 平成２５年第１回定例会において、当市の

自主財源確保の手段の一つとして、行政財産

の使用許可、このときには自動販売機の設置

にかかわる許可について、入札制度を導入す

ることを提案いたしました。執行部から、導

入に向け準備を進めていきたいとの答弁をい

ただき、その後、今年度に導入されたとの報

告を受けました。 

 そこで、２点について伺います。 

 １点目は、平成２６年度の入札による歳入

の増収分がいかほどあったのか、お伺いいた

します。 

 ２点目として、今後、この制度を指定管理

者制度へ導入していくお考えがあるのか伺い

ます。 

 以上で、私の壇上からの一般質問を終わり

ます。 

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの太田

博之議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいまの太田議員

御質問の行政財産の使用許可についての第１

点目、平成２６年度の入札による増額金額に

ついては私から、その他につきましては副市

長並びに選挙管理委員会委員長、教育部長か

らお答えをさせますので、御了承願いたいと

思います。 

 平成１８年度の地方自治法の改正によりま

して、行政財産の貸し付けに係る範囲が拡大

され、庁舎などの施設に余裕がある場合、そ

の余裕のある部分については、長期的に貸し
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付けができるようになったところであり、当

市におきましては、施設の有効活用による長

期的な自主財源の確保を図るため、平成２６

年度から庁舎等への自動販売機の設置につい

て、入札により実施したところであります。 

 その内容でありますが、市役所本館１階ロ

ビーに１台、三沢市分庁舎等に３台の合計４

台について入札を実施し、落札額は合計で８

２万８,４００円 でありました。これらの施

設に係る平成２５年度の行政財産使用料の５

万４,６５５円と比較いたしますと、７７万

３,７４５円の増額となったところでありま

す。 

 なお、平成２７年度からは、上下水道庁舎

及び消防総合庁舎に入札による自動販売機を

設置するべく、現在、手続を進めているとこ

ろであります。 

 今後におきましても、自主財源の確保とい

う観点から、公有財産の有効活用を進めてま

いりたい、このように考えておりますので、

よろしくお願い申し上げたいと思います。 

 私からは、以上であります。 

○議長（小比類巻雅彦君） 副市長。 

○副市長（米田光一郎君） 行政問題の第２

点目、指定管理者制度への対応についてお答

え申し上げます。 

 指定管理者制度により管理を行っている施

設の自動販売機の設置については、基本的に

は、市または教育委員会の許可を得た上で、

指定管理者の裁量により設置できることとし

ております。 

 また、自動販売機の設置に伴う売上金は、

指定管理料を算定する際、指定管理者の収入

として積算している状況でございます。 

 このことから、会計処理上、歳入という形

であらわれることはありませんが、入札によ

る行政財産の貸し付け制度を導入した場合、

この歳入額に近いと思われる見合いの額が歳

出から減額される効果がございます。 

 御質問の指定管理者制度を導入している施

設での、入札による行政財産の貸し付け制度

の導入につきましては、これまでも各部署に

おいて検討しているところでございます。 

 今後におきましては、各施設の自動販売機

の設置状況や利用者の利便性等について精査

した上で、適切な施設の管理運営が見込める

ことができるかなどを総合的に勘案し、指定

管理期間満了に伴う更新時期や、指定管理者

制度の導入による施設の選定の時期に合わせ

て、施設ごとにその特性などを考慮しつつ、

検討、対応してまいりたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 教育部長。 

○教育部長（中村健一君） 選挙問題の１点

目、主権者教育についてお答えいたします。 

 将来の有権者である子供たちに対して、公

共の精神や主体的に社会の形成に参画し、そ

の発展に寄与する態度を育成するという主権

者教育の理念はとても大切なものであり、学

校教育においても重視して指導している項目

の一つであります。 

 その態度を育むために、これまでも学校で

は特別活動における学級活動、児童会・生徒

会活動、学校行事での企画運営や役員選挙な

どの活動、そして職場体験、ボランティア体

験、さらに道徳教育なども踏まえた教育活動

の中で充実を図っているところでございま

す。 

 特に、社会科においては、国際社会に生き

る平和で民主的な国家・社会の形成者として

必要な公民的資質の基礎を養うことを狙いと

して、小学校では、６学年において国会の働

きという題材の中で、選挙の仕組みを調べ、

選挙の大切さについて考えることを学んでい

ます。 

 また、中学校では、３学年において国の政

治の仕組みや地方の政治と自治の単元で、１

カ月以上にわたって政治が扱われ、日本の民

主政治や地方自治の仕組みと意義などを学ぶ

ことにより、将来の有権者として政治参加へ

の意識を身につけさせるようになっていま

す。 

 中でも、選挙に関しては、選挙の意義や種
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類、方法、課題などを取り上げながら、主権

者として政治に参加することの意義について

理解する内容となっています。 

 教育委員会としては、将来の有権者の意識

の醸成が叫ばれており、知識の伝授だけでは

なく、参加体験型学習や政治的判断能力の育

成を視野に入れた取り組みを求められている

ことから、学習指導要領に基づき、社会科や

道徳では、知識、理解を指導しつつ、参加体

験型学習を取り入れた特別活動や総合的な学

習の時間などを実施するよう指導してまいり

たいと考えております。 

 また、参加体験型の学習を実施するに当た

り、選挙の模擬投票に関しては、政治や選挙

への関心を高める機会として、県や市の選挙

管理委員会と連携を図りながら指導内容の充

実を図っていきたいと考えております。 

 これらのことを通して、今後とも学校教育

において、小中学生に対して将来の有権者と

しての意識を高める主権者教育の指導を一層

図ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 選挙管理委員会

委員長。 

○選挙管理委員会委員長（河村幸利君） 選

挙問題、投票率向上対策等についての１点

目、主権者教育についての質問にお答えいた

します。 

 近年、若者の政治や選挙に対する意識の低

さが指摘されており、投票に行かない若者が

ふえている状況であります。選挙権の年齢が

１８歳に引き下げられることになった場合、

若者に対していかに政治に関心を持たせる

か、今まで以上に重要な課題と考えておりま

す。 

 このことから、主体的に社会の形成に参画

し、その発展に寄与する態度を育成するとい

う理念である主権者教育への取り組みの推進

が必要であると考えております。 

 選挙管理委員会といたしましては、学校現

場における選挙の模擬投票に対する教育な

ど、政治や選挙への関心を高める機会とし

て、今後とも県や市の教育委員会と連携を

図ってまいりたいと考えております。 

 以上であります。 

 次に、選挙問題、投票率向上対策等につい

ての２点目、期日前投票についての御質問に

お答えいたします。 

 当市の期日前投票所は、現在、市役所の１

カ所のみで、昨年の衆議院議員選挙における

期日前投票者数は５,０００人で、期日前投票

率は１５％であり、平成１６年度に期日前投

票制度が創設して以来、増加傾向にありま

す。 

 また、１８歳から２０歳までの住民登録者

数も８００人ほどあり、その分、有権者もふ

えることになります。 

 期日前投票所を市役所以外の、若者の集客

が見込めるスカイプラザを含めた商業施設に

設置する場合、市役所のホストコンピュー

ターシステムから施設までの専用ネットワー

ク回線の敷設、受付システム機材等が必要と

考えられます。 

 次に、運営上の大きな課題として、店舗の

開店から閉店までの時間や警備上の問題、受

付のパソコン機材、投票用紙、投票箱の保管

等の安全管理上の問題が考えられます。 

 このほか、期日前投票所を運営するための

投票管理者、投票立会人、投票事務従事職員

の約２０名の人員の確保が必要となります。 

 したがいまして、期日前投票所の増設につ

いては、既に設置、対応している自治体の状

況を参考にしながら見きわめてまいりたいと

考えております。 

 以上であります。 

 次に、選挙問題、投票率向上対策等につい

ての３点目、投票時間についての御質問にお

答えいたします。 

 最近時の当市における午後６時から午後８

時までの当日の投票者数に占める割合は、平

成２４年３月執行の市議会議員選挙では １,

１５４人で、６.６％、 平成２４年１２月執

行の衆議院議員選挙では８６５人で、５.９

％、平成２５年７月執行の参議院議員選挙で
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は１,１８３人で、９.４％、平成２６年１２

月執行の衆議院議員選挙では７３２人で、６.

０％となっております。直近の選挙平均で１,

０００人ほどの有権者が投票所に訪れている

ところでございます。 

 市単独の選挙である市議会議員選挙、市長

選挙の投票時間の繰り上げについては、市選

管の判断で実施することは可能であります

が、国政選挙や県の選挙での投票時間の繰り

上げについては、本県の投票率が全国で下位

レベルにある中で、当市における投票所の投

票時間の一斉繰り上げは厳しいものと考えて

おります。 

 公職選挙法では、国政の選挙においては、

特別な事情がある場合を除き、投票時間の一

斉繰り上げは公職選挙法違反の疑いがあると

の見解を総務省からも示されております。 

 したがいまして、当委員会といたしまして

は、住民の最大の権利である選挙権を行使す

る環境を整えるということが何よりも優先し

なければならず、有権者の立場を尊重するこ

とを第一義として考えております。 

 今後におきましても、全ての選挙におい

て、特別の事情があると認められる場合を除

き、投票時間については、従来から午前７時

から午後８時までの投票時間を堅持すること

と考えておりますが、投票時間の繰り上げに

つきましては、全国的な動向を見据えてまい

りたいと思っております。 

 以上であります。 

○議長（小比類巻雅彦君） 太田議員。 

○８番（太田博之君） それでは、通告順に

従いまして、これより一問一答方式で再質問

をさせていただきます。 

 まず、１点目の選挙問題の１番、主権教育

について、教育委員会並びに選挙管理委員会

のほうから答弁をいただきました。 

 先に教育委員会のほうの答弁について再質

問をさせていただきます。 

 主権教育の認識は十分共有しているという

ふうに確認をさせていただきました。また、

さまざまな、今後、主権教育に取り組んでい

くという思いも伝わってまいりました。 

 しかし、これまで行ってきた主権教育が、

今の若者にきちんと成果として出ているかと

言われると、やはり投票率がどうしても伸び

ないということは、今の主権教育が本当に教

育としてどうのなのかというところが問われ

てきているのですね。ですから、今、国も１

８歳選挙権の繰り下げに応じて、学習要領を

見直すという方向にも行っていますし、新た

な主権教育という門戸をどんどん開いていか

なければならない。 

 先ほど私、ポスターを提示させていただき

ましたが、先人たちは８７年かけて選挙権、

そしてまた、地方のあり方、いわゆる中央集

権から我々がどうあるべきなのかというとこ

ろを闘ってきて、今に至っているわけであり

ます。 

 きょうここに、「新しい社会 公民」、こ

れは三沢市において中学校で使われている教

科書でございます。大変すばらしい教科書

で、私もたびたびこれを見させていただい

て、改めて政治の勉強もさせていただいてい

るところなのですが、目次を見ますと、第１

章に、私たちの生活と現代社会、第２章で、

人間の尊重と日本国憲法、第３章、現代の民

主政治と社会、そして第４章、私たちの暮ら

しと経済、第５章、地球社会と私たち、そし

て最後に、よりよい社会を目指してと、この

六つの構成の中身になっているのですけれど

も、この第３章、現代の民主政治と社会、こ

の始まるページです。一番最初に、現代民主

政治と社会の１ページ目、何て書いてある

か。教育長、教育部長、わかりますか。こう

書いているのです。市長になって考えてみよ

う。企業跡地の利用。 

 Ａ市では、企業の県外移転に伴い、何々平

米の平均的な中学校の敷地が、いわゆる買い

取りました。市内では、企業跡地利用をめ

ぐって、住民からさまざまな意見が出まし

た。予算をもとに検討した結果、次の四つの

案が候補として挙げられました。いわゆる中

学校跡地、市長になって、みんな考えてみま
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しょう。Ａ案、Ｂ案、Ｃ案。ここからこの章

はスタートするのです。 

 私は何が言いたいかというと、先般の子供

議会の議員さんの中に、私は市長になりた

い、どうすれば市長になれますかという質問

がありました。市長のほうから答弁があった

場面を思い浮かべました。 

 私は、主権教育の中で、いわゆる民主政

治、選挙、これはもちろん大事なのですが、

いわゆる被選挙権の行使、いわゆる立候補す

る権利です。 

 今回、１８歳に引き下がっても、この被選

挙権の年齢は先送りされました。我々市議会

議員で言うと２５歳、市長、県知事、衆議院

は３０歳、被選挙権、これは変わりません。 

 学校で今、児童会会長、生徒会会長の選挙

がどのように行われているのでしょうか。私

たちが子供のころには、きちんと候補者が出

て、立会演説会が開催され、そして投票いた

しました。私は、そういったものが今、現場

でどのようになっているのか知りません。 

 聞くところによると、全国でどんどん児童

会長、生徒会長の選挙は行われていないとい

う風潮にあると聞いています。極端な話、学

校側が、君、次はあなたが生徒会長だよとい

うことで、いわゆる選挙、投票で決めること

がどんどん少なくなっていると聞いていま

す。 

 いわゆる主権教育の中で、被選挙権を行使

する児童会会長選挙、生徒会会長選挙が、三

沢市でどのような現状にあるのか、お聞きし

たいと思います。 

 次に、選挙管理委員会。この主権者教育に

ついて、いろいろ答弁をいただきましたが、

実は、これから期日前投票所の問題、そして

また、投票時間の問題等いろいろあるのです

けれども、県の選管自身が、もう新聞にもで

かでかと出ています。大型商業施設に期日前

投票所をつくりなさいというように提案をし

ている。 

 弘前市では、次の４月に行われる県議会議

員選挙において、ヒロロ並びに弘前大学に期

日前投票所を開設することが決まりました。

そしてまた、投票立会人には大学生がかかわ

るということも決まっています。どんどんそ

ういった形で、若い人たちに選挙を肌で感じ

てもらう、身近に感じてもらう、そういった

ところが県の選挙管理委員会から各市町村の

管理委員会のほうに要請があると書いてい

る。 

 そしてまた、出前講座についても触れてい

るのです、新聞記事で。読みますか。２０１

５年度に各市町村の小中学校それぞれ１校ず

つで出前講座を実施することや、投票率が全

国最下位であることを逆手にとって県民投票

を呼びかけるなど、具体的な方法も提案し

た。 

 今の話だと、全然提案されている内容が出

てこないのですけれども、そのことについて

お答え願いたいと思います。 

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。 

 教育部長。 

○教育部長（中村健一君） 太田議員の再質

問にお答えをいたします。 

 当市の主権者教育はどのような現状か、と

りわけ、児童会、生徒会の選挙を実施してい

るか、その状況についてということでござい

ます。 

 まず、小学校でございますけれども、小学

校においては、児童会役員選挙というのは実

施しておりません。ただ、それに見合うよう

なものは実施しております。それは、各学級

で選出された代表によって、それは選挙によ

るわけでございますけれども、その代表に

よって、企画委員会であったり、あるいは計

画委員会であったりというようなものを組織

して、児童会にかわるようなものを実施して

いるということでございます。 

 それから、中学校でございますけれども、

中学校におきましては、第二中学校、それか

ら堀口中学校、第五中学校の３校におきまし

ては、選管から記載台であるとか投票箱であ

るとか、そういったものをお借りして、普通

の選挙と同じような形で実施をしているとこ
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ろでございます。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 選挙管理委員会

委員長。 

○選挙管理委員会委員長（河村幸利君） 太

田議員の質問にお答えいたしますが、これま

で私どもは、県の選管とたびたび意見を交わ

しながら研修を受けてまいりました。 

 今、先般、東奥日報で連載でずっと記事を

載せていまして、ようやく本県の選管も腰を

据えてかかるなという実感を持って我々は見

ております。私どもはかねてから、先生方の

御指摘のとおり、精いっぱい果敢に取り組ん

でまいってきているところであります。 

 それで、今の期日前投票所の件につきまし

ては、昨年まで衆議院選挙で実施した状況に

よりますと、県内に１０市の市があります

が、この期間の投票率は、むつ市に次いで三

沢市が２位というような投票率であります。 

 そういうことで、現在、商業施設に期日前

投票所を開設したらどうなのかということで

ありますけれども、今、青森県において、そ

ういう施設でやっているところは、青森市の

アウガ、八戸のショッピングセンターラピア

の２カ所になっておりますが、今、前段申し

上げたように、各地に、弘前の大学でもそう

いうものをやるというようなものが来ており

ますけれども、三沢市は今はまだそこまで、

いろいろ検討はしておりますけれども、設置

するというような場所が、効率的にどうなの

かという意味においては、まだ検討している

という状況でございます。 

 それから、学校のミニ講座についても、私

どもは出前講座と称して、前にも教育委員会

のほうに、こういう話がないころからそうい

う話をすると、それは学校という現場にはな

かなか入らない。やはり私ども選管として

は、学校の場合は、学校みずからがそれを取

り上げて、みずからが主体的に取り組んでい

かなければならない。 

 例えばその一例を述べると、商工会の先回

やった選挙の、商工会を主体にして動いても

らったのも、そういう現場にあります。 

 これも、他県で実施しているものを一つの

例として、そういうことでやったという経過

がありますけれども、これから青森県選挙管

理委員会もそういう方向に動いて、我々にそ

ういう提供をしてくれるならば、我々も積極

的にこういうものに取り組んでいくように努

力してまいりたいと思っております。 

 以上であります。 

○議長（小比類巻雅彦君） 太田議員。 

○８番（太田博之君） 教育委員会の再質問

の答弁、小学校は役員選挙という形で、選挙

ということではないけれども、そういう選挙

の体験、体験型というか、そういったものは

行っていると。 

 中学校の場合には、二中、堀中、五中の３

校、あとの２校は実施していない。私は、先

ほど言ったように、３校はやっているわけで

す。これは学校長の判断と、よく最近言われ

るわけです。学校の対応は学校長の経営判断

で行っていくと。ここは３校やっている。そ

れも、きちんと選管から投票箱も借りてき

て、まさに模擬投票を、自分たちの代表を自

分たちで選ぶというのをやっているわけで

す。 

 これは、やはり委員会が中心となって、各

学校全て行うという方向に私は持っていくこ

とも、この主権者教育に裏づけられる、私は

大きな事業、体感する、そういった部分で大

事なのかなと。 

 もっと言うと、選挙も対抗馬がちゃんと

あって選挙されているのか、信任投票的なも

のになっていないかとか、きちんとやはり選

挙の構図といいますか、そういったものも―

―変な話、教育現場で争い事を避けるという

ような風習が最近は多いのです。点数も評価

も出さない。全国の平均点は出すけれども、

各学校の順位は出さない。私たちの時代は、

１番から５０番まで点数を張り出したもので

すよね。 

 ただ、どうしてもいろいろな、人権だった

り、いろいろな形で、今、教育現場が変わっ
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ていく中で、そういったＡ候補とＢ候補が選

挙で戦うとかというのは好ましくないみたい

な雰囲気のものもあるというふうに聞いてい

ます。 

 ですから、私は、３校実施しているのであ

れば、きちんと全校で、選管と協力をして、

実物の投票箱を使い、投票用紙を使い――投

票用紙は借りれないのかな、ちょっとわかり

ませんけれども。まさにそういうものを根づ

かせていくということが必要なのかなと。 

 できれば、小学校、私は児童会のときも選

挙をした記憶があります。ですから、そう

いったものもどんどん下に下げていくような

工夫、努力も必要なのかなと思っています。 

 ですから、そういった全校展開、また、小

学校に繰り下げていく考えがあるのか、提案

させていただきますので、御答弁をお願いし

たいと思います。 

 選管のほうの答弁でございますが、私

ちょっと先走って、ヒロロとか弘大の話をし

てしまったので、期日前投票の部分にも

ちょっと触れましたけれども、私はあくまで

も主権者教育において、いわゆる県の選管か

らもさまざまな提案がなされている。 

 私は、県の選管は県の選管でいいのです

よ。いわゆる国政選挙、県議会選挙以外、

我々の市長選挙であったり市議会議員選挙の

裁量権は三沢市選挙管理委員会にあるわけで

すから、他市がどうのではなくて、うちだけ

は独自に、明推協、いわゆる明るい選挙推進

協議会、ここと連携をして、三沢独自の学校

での主権教育をどう考えていくのかと。 

 なかなか学校の敷居が高いので、学校にお

任せしますなんて言うのではなくて、先ほど

教育部長が協調してやっていきたいと言って

いるわけです。ぜひとも選管と明推協、そし

て学校が一体となって、これからの三沢市の

地方自治に係る若者投票率、他市が下がる中

で三沢市だけがぐんぐん上がっていくのだと

いうぐらいの気概を示す、私は考え方という

か、姿勢が必要なのかなと。先ほど委員長が

言ったとおり、県選管がようやく重い腰を上

げた。まさしく三沢市選挙管理委員会も前向

きに学校と連携してやっていきたいと思うの

ですが、その辺のところのお考えをお聞かせ

願いたいと思います。 

○議長（小比類巻雅彦君） 教育部長。 

○教育部長（中村健一君） 太田議員の再々

質問にお答えをいたします。 

 趣旨としては、全く太田議員おっしゃると

おりであろうと思います。ただ、教育委員会

としては、それぞれ学校の多分事情があると

いうふうに思っております。と申しますの

も、それぞれ生徒数あるいは児童数、それぞ

れ違います。それらのこともあると思います

ので、各学校にその事情を聞きながら、そし

て、できればそういうことを実施するような

形でお話をさせていただきたいというふうに

思っております。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 選挙管理委員会

委員長。 

○選挙管理委員会委員長（河村幸利君） 私

は、民主主義の発展はやはり選挙にあると。

いかに投票率を高めるかと。現在、青森県の

推移は半分いかないと。まことに嘆かわしい

現状であると、私はそういう認識を持ってお

ります。 

 そういう中でも、皆さんのおかげで当市は

５０％を超えるという部分があって、それ

は、誰がどうだということは一切なくして、

そういう機運を盛り上げているというのは、

市民の皆さんのおかげだなと、この場をかり

て厚くお礼を申し上げたいと思います。 

 さらに、私は５０％から６０％、７０％、

８０％、このあたりを、まさに新しい民主主

義の発展かなと思っていまして、こういうも

のに取り組んでいく姿勢というものは絶対必

要だと思っています。 

 今、学校教育の話が出ておりますけれど

も、どうも敷居があるという感じがしており

ますけれども、ここをもっとなくすようにし

て、常に話をしていきたいなと思っておりま

す。 



― 22 ―

 次に、明るい選挙推進協議会というのがあ

りますが、十分その人数に達していません。

これをもっと、まず、その委員会の人員の確

保、次にそういったいろいろな活動、そうい

うもののために、３月十五、六日を過ぎたこ

ろに私は委員長と会って、先般の東奥日報に

載った一連の活動を踏まえながら、十分話し

合いをして、今後、より一層の向上発展に努

めてまいりたいと考えております。 

 以上であります。 

○議長（小比類巻雅彦君） 太田議員。 

○８番（太田博之君） それでは、選挙問題

の２点目、期日前投票所について再質問をさ

せていただきます。 

 先ほど委員長のほうからもちょっと触れま

したけれども、例えばスカイプラザとか、そ

ういったところも今後検討していくのだと。 

 スカイプラザ、私もちょっと調べさせてい

ただきましたが、イベント、アメリカン

デー、ジャパンデー、あと、さまざまな航空

祭、そういったものの観光客といいますか、

そういった時期も含めて、年間を通して、レ

ジを通した人数だけで約３０万人の来客をい

ただいているというふうに聞いております。

当然県外の方もいらっしゃるでしょうし、い

わゆる買わないで来ているお客さんも考える

と、やっぱり相当数の市民の皆様がスカイプ

ラザを利用しているというか、まさに中心市

街地の今の一つの流れの中で、そういう努力

が実ってきているのかなというような感じが

しています。 

 そして、まさにそういった部分で考える

と、スカイプラザあたりが期日前投票所に指

定されて、広く中心市街地の活性化につなが

り、さらにはスカイプラザの認知アップにも

つながり、そして、投票のしやすい有権者の

利便性というものもあるのかなと思っている

のです。 

 それを考えるに、いろいろなシステムの変

更だったり、安全面だったり、さまざま時間

も経費もかかることも承知しています。しか

し、それをほっておいたばっかりに、どんど

ん減っている。 

 三沢市の場合は他市に比べて高いと言って

います。確かにそれは評価できるのですけれ

ども、いつそういったことが起きるのかわか

らない。それでも、昔で言うと２０％、３０

％下がっていて、とりわけ今回取り上げてい

るのは、１８歳以上の方が投票する時代に対

して、あと１年ちょっとしかない。その間に

どう対応していくのかというところが問われ

ているわけです。 

 いわゆる経費もかかる、時間もかかる。し

かし、民主主義のコストといったものを考え

たときに、それがどれだけかかれば高いのか

安いのか、そこですよ。 

 投票率が上がって、若い人たちがどんどん

立候補するような環境ができれば、私は議会

の皆さんで反対する人は１人もいないと思い

ます。民主主義のコストはかかるのです、間

違いなく。 

 そして、期日前投票が市役所ありきで増設

という考えではなくて、市役所をやめて、例

えばスカイプラザ、そしてさらに大型量販店

とかに移していくとか、いろいろな形のパ

ターンが私はあるのだと思うのです。前例踏

襲ではなくて。 

 そういった意味において、この期日前投票

所、全国でいろいろな試みがされています。

大学だけではないです。先ほど言ったよう

に、いろいろな施設でやられている。 

 検討するということなので、これからぜひ

前向きにやっていただきたいと思うのです

が、いつやるのかというところも大事なので

す。来年の参議院選挙までにやるのか、それ

とも前倒しをして、６月の市長選挙から期日

前投票所を開設できるように、今から汗をか

くというのか。 

 検討する、その実施に向けて、そのタイミ

ングですか、スピード感を持ってやるという

意味で言うと、どういった日程、タイムスケ

ジュールをお考えで、この期日前投票所の部

分に向けての決意、お伺いしたいと思いま

す。 
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○議長（小比類巻雅彦君） 選挙管理委員会

委員長。 

○選挙管理委員会委員長（河村幸利君） 

今、御指摘のとおり、全くそうであるなと私

は納得をしております。 

 ただ、三沢の場合は、まず一つは単独市施

行といいますか、合併をしていない。東西に

８キロメートルですか、私、余りそれはわか

りませんけれども、南北に非常に長いと。や

はりいかにして有権者である市民の方々が投

票しやすいと、なるほどいいなというところ

を総合的に、私は委員の皆さんと十分相談

し、可及的という言葉はあれですが、できる

限り、そういうものにある程度スピード感を

持って、県の選管とも相談しながら、今、御

指摘のあるように、そういう方向に向けて、

全てが投票率を高めることだと、こういう方

向に向けて頑張ってまいりたいと。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 太田議員。 

○８番（太田博之君） それでは、１番の選

挙問題の期日前投票所については、以上で終

了いたします。 

 次に、３点目の投票時間についてでありま

すが、これは質問ではなくて、私の意見を述

べさせていただきたいと思います。 

 先ほど言ったように、私は６時から８時ま

での投票者数、１,０００人弱ぐらいといった

ものというのは尊重しています。ですから、

投票の時間を極端に短くしろと言っているわ

けではないのです。それは当然確保してい

く。 

 しかしながら、期日前投票とかさまざまな

部分で、今後、運営していく中で、例えば６

時から８時までの投票する人が１０人とか２

０人、パーセントで言うと０.何％とかとなっ

たときには、選挙管理委員会の判断で短くで

きるわけです。 

 今回、つがる市も６時までにしました。理

由を聞きましたら、投票所に運ぶ投票箱が地

吹雪でおくれるといけないということで６時

に下げた。２時間繰り上げた。しかし、一つ

もクレームは来ていないというふうに聞いて

います。 

 ですから、啓蒙、喚起の仕方によっては、

私はこういった時代が来るのかなと。そう

いったものを考えると、投票結果を早く知ら

せるという意味も含めて、今後、６時から８

時までの投票時間を前向きに検討するという

御意見がございましたので、ぜひともそう

いったところも加味しながら進めていってい

ただきたいというふうに思います。よろしく

どうぞお願いいたします。 

 それでは、２番の行政問題の１点目、再質

問に入りますが、１点目については再質問が

ございませんので、２点目に入りたいと思い

ます。 

 いわゆる指定管理者制度においては、今

後、その様態に応じて考えていくということ

だったと思うのですが、１番の答弁にあるよ

うに、１台約２０万円ぐらいの増収になって

いるのですね、入札を行ったことによって。

これも市役所のところと分庁舎だけですよ

ね。 

 ほかに、指定管理者の中でもっと売り上げ

の高い場所、いわゆる稼いでいる自販機は、

もっと入札すると高くなると思うのです。平

均すると１台１５万円、２０万円かもしれま

せんけれども、３０万円、４０万円で応札す

るところも出てくるかもしれない。三沢市の

管理している指定管理者の中に、自販機が何

台あって、掛ける１５万円とか２０万円で

やったら、それはすごい数字になりますよ。 

 ですから私は、ぜひこの指定管理者制度に

おいては、この財産使用許可、財産というの

は行政財産、いわゆる市民の財産なのです。

市民の財産が１円でも歳入に繰り入れられる

ように、１円でも増収できるようにという考

え方というのはあってしかるべきだと思いま

す。 

 ですから、先ほど検討すると言いましたけ

れども、そういった部分を踏まえて、試算、

いわゆる１台当たり幾らぐらいの部分になる

のか、他市の事情もきちんと調べて、数値化
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して検討していただきたいと思うのですが、

いかがでしょうか。 

○議長（小比類巻雅彦君） 副市長。 

○副市長（米田光一郎君） 行政問題の指定

管理者制度の中に、行政財産の貸し付けで制

度を導入して入札を行ったらもっとふえるの

ではないかということにお答えします。 

 市といたしましても、１円でも収入が上が

ることは大歓迎です。ただ、先ほど申しまし

たように、現行制度でも若干、歳入に見合う

分の歳出減の効果があります。それを入札し

た場合に、それを上回るか下回るか、これは

入札結果で、何とも言えないというのが我々

の感触です。 

 ただ、最初の答弁で最後に申しましたよう

に、施設ごとに、さらには特性などを加味し

まして、データをそろえまして検討いたした

いと考えております。 

 以上です。 

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、太田博

之議員の質問を終わります。 

 それでは、一般質問を次に移ります。 

 瀬崎雅弘議員の登壇を願います。 

○５番（瀬崎雅弘君） おはようございま

す。 

 みさわ未来の瀬崎雅弘が、通告に従いまし

て一般質問をさせていただきます。 

 最初に、防災問題について伺います。 

 平成２３年３月に発生した東日本大震災か

ら、早くも４年が経過しようとしています。 

 三沢市は、震災直後、種市市長の復旧に対

する素早い決断と行動により、迅速な復旧を

果たすことができたと思います。 

 また、三沢市復興計画に基づき、災害に強

いまちづくりを推進し、着実に復興している

と思います。 

 そして、この復興計画における復興施策

は、三沢市総合振興計画後期基本計画に反映

されるとともに、特に震災を教訓とした防災

に関する取り組みは、三沢市地域防災計画に

反映されています。 

 三沢市の三沢市総合振興計画後期基本計画

では、防災体制の充実を図る基本方針とし

て、東日本大震災での経験を踏まえ、国・県

の防災計画に即した新たな体制づくりを行

い、危機管理体制の強化・充実を図り、地震

や火災、風水害等の各種災害から市民の生

命、身体、財産を守るため、自助・共助・公

助の連携による減災への取り組みを推進する

とともに、自主防災力の向上に係る各種支援

体制の構築と防災関係団体の連携強化を図

り、災害発生時に被害を最小限にとどめるた

めの体制づくりに努め、さらに、災害時にお

ける住民への情報伝達手段の整備や食料、燃

料をはじめとした生活必需品の確保などを行

い、各種災害に対応できる防災体制の確立に

努めるとあります。 

 現状の課題は数多くあり、それぞれに施策

を展開されていますが、今回は、保存水、保

存食の備蓄について伺います。 

 三沢市は、沿岸地域住民の方の避難者数を

４,２００人と見積もり、保存水及び保存食を

それぞれ３日分確保する計画を策定し、保存

水は１人１日２リットルの計算で２万５,２０

０リットル、ペットボトル５万４００本。保

存食は３万７,８００食を目標に、平成２４年

度から備蓄を開始されています。 

 一方、(仮称)三沢市国際交流スポーツセン

ター整備計画では、災害用貯水槽として、飲

料水兼用耐震性貯水槽がはじめて整備されま

す。この耐震性貯水槽は、水道管の途中に設

置され、災害時の飲み水をためるための貯水

槽で、通常は水道管の一部として水が流れて

いますが、地震時には、耐震性貯水槽の流出

入管に設置されている緊急遮断弁が作動し、

貯水槽内に水を確保するようになっていま

す。 

 三沢市が整備しようとしている災害用貯水

槽は、地上設置式で、確保した水は貯水槽の

高さを利用して給水するため、ポンプによる

くみ上げ不要という利点もあります。 

 また、一般的に災害時に必要とされる水

は、１人１日３リットルの水を３日分と言わ

れています。 
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 震災等におけるライフラインの被害は、市

民生活に極めて大きな影響をもたらします。

したがって、震災発生直後の飲料水の確保は

極めて重要であり、防災計画の上では最優先

課題の一つと考えられています。 

 今回整備される災害用貯水槽の貯水量は４

０立方メートルとなっており、単純計算で、

リットルに換算すると４万リットルとなり、

５００ミリリットルペットボトル８万本分に

匹敵します。つまり、この災害用貯水槽１基

で被災者の保存水が確保できると思います。 

 以上のことを踏まえ、以下の点について伺

います。 

 １点目は、三沢市は、沿岸地域住民の方の

避難者数を４,２００人と見積もり、保存水と

保存食をそれぞれ３日分を確保するよう、平

成２４年度から計画的に備蓄を開始されてい

ますが、保存水及び保存食の備蓄計画と、そ

れに要するそれぞれの経費と保存期限並びに

必要数が確保された以降の備蓄計画と必要経

費を伺います。 

 ２点目は、現在、(仮称)三沢市国際交流ス

ポーツセンターで工事中の災害用貯水槽につ

いてでありますが、この工事は、(仮称)三沢

市国際交流スポーツセンター整備事業給排水

衛生設備工事として、工事の契約金額は４億

１,３９６万４,０００円で、防衛省所管補助

事業のまちづくり支援事業で、補助率７５％

と聞いていますが、この災害用貯水槽単体の

工事金額と、完成後、どのような運用を考え

ておられるのかを伺います。 

 次に、三沢市役所職員の定員管理計画につ

いて伺います。 

 地方自治法第２条第１４項に、「地方公共

団体は、その事務を処理するに当つては、住

民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経

費で最大の効果を挙げるようにしなければな

らない」と規定されています。 

 三沢市の職員数の推移は、平成６年の７５

７人をピークに、定員の適正化を図るべく定

員適正化計画等を策定され、定員管理の適正

化に取り組むとともに、平成１７年度から平

成２２年度には集中改革プランが策定され、

民間委託や指定管理者制度の導入などによ

り、平成２２年４月には職員数６９４人と６

３名の職員が削減されました。現在は、病院

を除く職員数４７６名を、平成２７年４月に

職員数を３％削減した４６６名にする管理計

画を策定されています。 

 しかしながら、現状では、国、県からの権

限移譲事務や、東日本大震災による復旧・復

興業務などにより業務量が増大し、これらの

業務を現状の職員数では対応し切れないた

め、臨時的任用職員等を増員していると聞い

ています。 

 そこで、市の職員のうち、技能労務職員で

ありますが、三沢市は平成１９年７月６日付

の総務省からの通知文書、技能労務職員の給

与等の総合的な点検の実施を踏まえ、基本的

な考えとして、技能労務職員等の給与等につ

いては、国及び県内他市の状況並びに地域の

民間給与と比較しながら、その制度運用の適

正化を図るとし、原則として、退職不補充と

することとし、民間委託の推進等を行い、総

人件費の抑制を図るとしました。 

 これにより、技能労務職員数は、平成１９

年度は３５名でありましたが、年々削減さ

れ、現在は２２名となっています。平成１９

年度の技能労務職の内訳は、用務員、自動車

運転手、清掃職員、調理師、施設管理、ボイ

ラー技士、火葬場、そして薬剤助手でありま

したが、現在は、用務員、自動車運転手、そ

して火葬場のみの方が技能労務職として従事

しています。 

 この職員数は、用務員の方が１２名、自動

車運転手の方が６名、そして火葬場の方が２

名と、平成１９年度の同じ職員数と比較して

余り大差はありません。 

 そこで、伺いますが、技能労務職員は原則

として補充しないこととしていますが、これ

まで実施してこられた技能労務職員に対する

取り組みと、今後の取り組みについて伺いま

す。 

 最後に、国際交流推進事業について伺いま
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す。 

 先般、子ども議会が平成２０年８月以来開

催されました。今回は、市内小学校の５、６

年生児童９人が公募により子ども議員とな

り、市政に対する一般質問を行いました。 

 子ども議会は、子供たちに議会制度の理解

を深め、社会的視野を広げてもらおうと市が

計画したものであり、非常に有意義なもので

ありました。 

 その一般質問内容は、公共施設や医療、交

通安全、観光、除雪など、多くの分野にわた

り、小学生が常日ごろから思っている疑問や

問題についてでありました。 

 その質問の中で、友好親善使節団員に小学

生以下が応募できない理由についての質問が

ありましたが、市の答弁は、使節団員には、

自分の考えや意思をはっきりと英語で伝えら

れるコミュニケーションの力が求められ、小

学生のうちから少しずつそのようなコミュニ

ケーション能力を養い、中学生になり、自分

の意見をある程度の英語で述べることができ

るようになってから派遣を行うようにしてい

るという答弁がありました。子供の夢と希望

をなくすような答弁であり、余りにも私は冷

たいと感じました。 

 姉妹都市友好親善使節団の派遣は、１９８

２年に三沢市が第１回目の友好使節団を派遣

しており、現在まで３０年以上にわたり交流

事業として定着しており、その訪問者数は、

三沢市から６４５人で、うち、１９８５年・

昭和６０年からは、中高校生親善大使が派遣

され、その人数は２４２人となっています。 

 三沢市は、「人とまち みんなで創る 国

際文化都市」の基本理念のもと、「先人たち

が遺した文化や知恵を受け継ぎながら、心豊

かで国際性に富んだ人を育てるまち、愛着と

誇りをもって次代へ引き継ぐことのできる持

続可能なまち」づくりを目指しています。 

 特に、国際化の推進に当たり、英語教育推

進特区市として、小学生から英語教育を実施

し、英語を中心とした外国語教育に一層磨き

をかけ、日常的に外国語を話せる場の創出を

行い、国際社会に対応できる人材の育成に努

めています。 

 世界に羽ばたくグローバルな人材育成は長

い時間を要すると思いますが、長年実施して

きた姉妹都市交流は、時代のニーズに合った

交流を通じ、より一層進展させる必要がある

と思います。 

 そこで、高学年の小学生を親善大使として

参加させるのも、グローバルな人材育成の一

つの方策と思いますが、市としての考えを伺

います。 

 以上で、私の質問を終わります。 

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの瀬崎

雅弘議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいまの瀬崎議員

御質問の防災問題の保存水及び保存食の備蓄

については私から、その他につきましては副

市長並びに総務部長からお答えをさせますの

で、御了承願いたいと思います。 

 まず、防災問題についての第１点目、保存

水及び保存食の備蓄計画と必要経費について

の御質問にお答えをいたします。 

 大規模な災害時には、流通機能が停止し、

物資が不足する状況が想定されることから、

災害発生直後に必要となる食料等を日ごろか

ら備蓄しておくことが重要であります。 

 災害時用の備蓄は、住民による家庭内備蓄

を基本とするものでありますが、津波避難で

時間的に余裕がない場合などは、家庭内備蓄

をしていても持ち出せないことが想定されま

すことから、そのような住民への対応とし

て、平成２４年度から、市による保存水や保

存食の公的備蓄を進めております。 

 この備蓄計画は、最大規模の地震を想定し

た場合の、津波浸水エリアからの避難者約４,

２００人が３日間生活可能な備蓄を平成３０

年度までに確保するものであります。 

 必要経費は、ペットボトルの保存水が２万

５,２００リットルで約３９２万円、保存食

は、水を加えるだけで御飯になる、いわゆる
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アルファ化米を３万７,８００食分で約８７０

万円となっております。 

 平成３０年度で必要数の備蓄が完了した以

降は、保存水及び保存食ともに、保存期間が

５年であることから、保存期間が差し迫った

ものを防災訓練や教育現場において防災教育

の教材として提供してまいりたいと考えてお

ります。 

 なお、保存期間が過ぎた分を毎年補充する

ための年間の必要経費は、保存水が約７８万

４,０００円、保存食が約１７４万１,０００

円となっております。 

 次に、防災問題についての第２点目、(仮

称)三沢市国際交流スポーツセンターで工事中

の災害用貯水槽についての御質問についてお

答えをいたします。 

 まず、(仮称)三沢市国際交流スポーツセン

ター整備事業では、災害時に断水しても給水

できる耐震性貯水槽を野外に設置することに

しており、水道本管に直接配管され、常にタ

ンク内の水が入れかわるために水質の劣化の

影響はなく、断水時には、おっしゃるように

遮断弁によるタンク内の水が確保される構造

になっているわけであります。規格は、鋼製

溶接一体構造の地上設置型でありまして、タ

ンク容量は４０立方メートルであります。 

 御質問の災害時用貯水槽単体の工事金額に

つきましては、基礎工事を含め約３,６０２万

５,０００円であり、そのうち、防衛省補助金

を除いた市の負担額は約９００万７,０００円

となっております。 

 次に、御質問の、完成後どのような運用要

領を考えているのかでありますが、この災害

用貯水槽による給水は、当該スポーツセン

ターへの避難者及び周辺住民のうち、家庭内

備蓄が不足するものを対象として運用してま

いりたいと考えております。 

 私からは、以上であります。 

○議長（小比類巻雅彦君） 副市長。 

○副市長（米田光一郎君） 国際交流推進事

業についての御質問にお答え申し上げます。 

 当市では、姉妹都市におけるホームスティ

体験を通して異文化への理解を深め、国際性

を身につけた人材を育成するため、昭和６０

年５月から昨年の１０月まで、中学生大使２

４９名、高校生大使６名を米国ワシントン州

ウェナッチ市バレーへ派遣しているところで

ございます。 

 中学生・高校生大使の選考に当たりまして

は、姉妹都市委員会の委員４名から成る選考

委員会を開催しており、作文審査及び面接試

験により選考しております。 

 作文審査においては、応募の動機、訪問の

目的、将来の目標に対する応募生徒の考え方

から、姉妹都市交流への強い意欲がうかがえ

るかなど、また、面接試験においては、協調

性、積極性、学習意欲、生活習慣、礼儀・態

度等について、市を代表する学生大使にふさ

わしい資質や態度を身につけているかどうか

を審査基準として、総合的な判断のもとで選

考しております。 

 なお、この選考に当たっては、生徒の英語

力そのものは評価の対象としてはおりませ

ん。 

 このような中で、昨年１０月の姉妹都市派

遣においては、募集定員１０名に対して３５

名の応募者があり、１３名を選考しておりま

す。 

 また、本年４月末から５月上旬にかけて実

施する、次回の姉妹都市派遣においては、同

じく１０名の募集定員に対しまして、１５名

の応募者があったところでございます。 

 御質問における、小学校高学年の児童にも

姉妹都市派遣の機会を与えてはどうかという

ことについてでございますが、グローバルな

人材を育成するため、児童期から異文化に接

する体験を与えることは、大変意義のあるこ

とであるとは考えられますが、小学生と中学

生では、心身の成長及び発達段階において違

いがありますことから、小学校の児童を中学

生と同じように海外へ派遣することにつきま

しては、慎重に検討する必要があるものと考

えております。 

 また、実際の派遣先におきましても、一般
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家庭でのホームスティをしながらアメリカの

学校での授業体験をしたり、ウエナッチの歴

史や文化を学んだり、あるいは野外での自然

体験活動をするなど、さまざまな活動を英語

で行う場面が数多くあります。 

 仮に小学生を中学生、高校生と一緒に派遣

することとなれば、児童の意思疎通を補助し

たり安全確保を図る観点から、引率の教師や

市の職員をふやすなどの特別な態勢をとる必

要があるものと考えております。 

 これらのことから、総合的に判断いたしま

して、市といたしましては、小学校の児童を

姉妹都市へ派遣することにつきましては、現

時点では考えておりませんが、教育関係者及

び市民の意見も聞きながら、その可能性につ

いては、今後、精査してまいりたいと考えて

おります。 

 以上であります。 

○議長（小比類巻雅彦君） 総務部長。 

○総務部長（佐々木卓也君） 三沢市役所職

員の定員管理についてお答え申し上げます。 

 当市ではこれまで、昭和５９年度に策定し

た第１次定員適正化計画を皮切りに、第２次

及び第３次定員適正化計画並びに集中改革プ

ラン等を策定し、職員数の適正化に努めてま

いりました。 

 集中改革プランの終了する平成２２年４月

には、平成２７年４月までの５カ年を計画期

間とする三沢市定員管理計画を策定し、継続

的に職員数の適正化に取り組んできていると

ころであります。 

 また、現在の計画が本年４月に終了するこ

とから、三沢市総合振興計画後期基本計画の

終了年と同じ平成３０年４月までの３カ年を

計画期間とする、新たな定員管理計画を昨年

１２月に策定したところであります。 

 御質問の技能労務職員に対する取り組みに

ついてでありますが、技能労務職員等の給与

等について、総合的な点検を行い、その現状

見直しに向けた基本的な考え方、具体的な取

り組み内容等を住民にわかりやすく明示した

取り組み方針を、平成１９年度中を目途に策

定し、公表することを内容とした総務省通知

を受け、当市における技能労務職員等の給与

等の見直しに向けた取り組み方針を策定し、

実施してきております。 

 具体的な内容といたしまして、給与等につ

きましては、給料表、昇格・昇給基準の見直

し、特殊勤務手当の廃止などとなっておりま

す。 

 採用につきましては、平成１６年度から、

技能労務職員が退職しても補充しない方針で

あり、１０年以上、正職員の技能労務職員は

採用しておらず、今後も採用しない予定であ

ります。 

 また、技能労務職員が退職し、その職員が

従事していた業務については、調理業務、ボ

イラー運転業務は民間委託へ、自動車運転業

務、施設管理業務及び学校用務等について

は、非常勤職員等を任用、配置してきている

ところであります。 

 今後につきましては、技能労務職員が退職

した場合は、これまでと同じく、その業務内

容に応じて、民間委託や非常勤職員等を任

用、配置するなど、総人件費の抑制に努める

とともに、住民サービスの低下を招くことの

ないよう職員数の適正化に努めてまいりたい

と考えております。 

 以上でございます。 

○議長（小比類巻雅彦君） 瀬崎議員。 

○５番（瀬崎雅弘君） 御答弁ありがとうご

ざいました。質問順に再質問させていただき

ます。 

 まず１点目、防災問題の保存水及び保存食

の備蓄計画についてでありますが、備蓄計画

はよく理解いたしました。 

 保存水、保存食は７年で目標、つまり平成

３０年度に目標備蓄数を確保できると。その

必要経費は、保存水で約３９２万円、保存食

で約８７０万円と。必要経費が確保された以

降につきましては、毎年、保存水が約７８万

円、保存食が１７４万円の経費がかかるとい

うことであります。 

 それで、先ほど保存期限が５年と言われま
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した。ということは、目標計画の３０年前

に、いわゆる保存期限が切れるものが出てく

ると思います。そうしたら、さらに余計にお

金がかかるというふうに私は思うのですけれ

ども、平成２９年に(仮称)国際交流スポーツ

センターが完成する予定と。 

 先ほど答弁で、(仮称)国際交流スポーツセ

ンターに設置される災害用の貯水槽は、津波

被害とか、そういう緊急性を要するときに使

うという話であれば、それが完成以降につい

ては保存水の備蓄は必要ないと思うのですけ

れども。毎年約７８万円かけて保存水を備蓄

するよりも、(仮称)国際交流スポーツセン

ターに設置された災害用の保存水でもって保

存水の備蓄は可能かと思うのですけれども、

その点についてどうお考えか、再質問しま

す。 

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。 

総務部長。 

○総務部長（佐々木卓也君） ただいまの瀬

崎議員の再質問にお答えいたします。 

 ２９年度に国際交流スポーツセンターが完

成した場合には、災害用貯水槽もできるとい

うことで、ペットボトルでの備蓄は要らない

のではないかという御質問だったと思いま

す。 

 当該スポーツセンターの災害用貯水槽が完

成すれば、水量的には備蓄計画に合う水量を

確保することができますが、ペットボトルで

の備蓄は、災害発生直後に給水作業が必要な

く迅速に供給可能であり、また、持ち運びも

容易であることなど、すぐれた面があります

ので、災害発生直後の飲料水の給水手段とし

て大変有効であるとも考えております。 

 このことから、ペットボトルによる備蓄と

災害用貯水槽による備蓄、それぞれの役割に

応じた備蓄を進めていくことが必要であると

考えております。 

 以上であります。 

○議長（小比類巻雅彦君） 瀬崎議員。 

○５番（瀬崎雅弘君） その考えはよく理解

します。しかしながら、いわゆる被災者約４,

２００人の３日分の保存水の量は必要ないと

思うのです。例えば１日分でもいいと思うの

です。足りなかったら保存水から持っていく

という考えはあると思うのですけれども。し

たがいまして、その必要性は理解しますけれ

ども、確保する数、これについては、国際交

流スポーツセンターに設置される災害用貯水

槽ができた以降については、その量は減らし

てもいいと思うのですけれども、その点どう

お考えか、再々質問します。 

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。 

 総務部長。 

○総務部長（佐々木卓也君） 再々質問にお

答えいたします。 

 ペットボトルの備蓄の数については、減ら

していってもいいのではないかということで

あります。その辺のところをきちんと、災害

用貯水槽、それからペットボトル、実は、そ

のほかに水道事業のほうではいろいろな水槽

車だとかも持っておりますので、その辺のと

ころをきちんと見きわめて、経費負担の少な

いように検討してまいりたいと思います。 

○議長（小比類巻雅彦君） 瀬崎議員。 

○５番（瀬崎雅弘君） 了解しました。 

 防災問題の２点目、(仮称)国際交流スポー

ツセンターに整備中の災害用の貯水槽の件に

ついて伺います。 

 いわゆる補助金が約３,６００万円、市の負

担金が約９６０万円ということでありますけ

れども、その運用要領は、要するに家庭で保

存水とかというのをためている方が、持ち出

しが非常に困難なときに、それでもって、そ

ういう人たちに使用するという話であります

けれども、震災等におけるライフラインの被

害は、市民生活に極めて大きな影響をもたら

します。 

 震災発生直後の飲料水の確保は極めて重要

であり、防災上の最優先課題というのは、先

ほど申したとおりなのですけれども、このご

ろ発生している災害というのは、土砂災害と

かゲリラ豪雨とか、火山の爆発とかという、

ふだんでは考えられないような災害が数多く
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日本の各地で発生しています。なおかつ、そ

の被害は非常に甚大だと思います。 

 今後予想される災害に備えるためにも、災

害用飲料水の確保は必要と思うのですけれど

も、給水支援で対処するのも一つの手と思い

ますが、炊き出しや避難所に指定されている

場所に災害用貯水槽があれば、給水支援の必

要はなく、断水等が生じてもすぐ対応できる

と思うのですけれども、防災計画のほうに

も、災害用貯水槽の整備を推進するという話

があるのですけれども、今後、災害用貯水槽

を整備する考えはあるのかどうか、再質問い

たします。 

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。 

 総務部長。 

○総務部長（佐々木卓也君） ただいまの再

質問にお答えいたします。 

 先ほどもちらっと触れたのですけれども、

災害時の断水や汚染により飲料水等を確保で

きない住民に対して、市では家庭内備蓄を補

完するための給水手段として、市内４配水場

から給水車や給水タンクにより、水道水を給

水場へ運搬して行う給水、それから、備蓄で

ありますけれども、ペットボトルの長期保存

水を現物備蓄しておき、災害時に配付する給

水、それから、市内民間事業者との災害時協

定の締結による飲料水の確保など、多様な方

法により飲料水の調達及び給水対策を行って

きております。 

 今回、スポーツセンターに整備される災害

用貯水槽につきましては、災害時に大規模な

避難所となる施設の近くに整備することか

ら、非常に有効なものであると考えておりま

す。 

 また、この完成により、水量的には、備蓄

計画にある水量を確保することができます

が、今後、新たな避難所等の整備をする際に

は、災害用貯水槽もあわせて計画し、災害に

強いまちづくりに努めてまいりたいと考えて

おります。 

 以上であります。 

○議長（小比類巻雅彦君） 瀬崎議員。 

○５番（瀬崎雅弘君） 災害用貯水槽につい

て、今後、検討するということでありますけ

れども、災害はいつ発生するかわかりませ

ん。安全対策は、最悪のことを考えて対処す

べきと思うのですけれども、三沢市は四つの

配水場から水道水を確保しているということ

で、多分想定内では、その全てが断水すると

いうことは考えられていないと思いますけれ

ども、仮に全部水道がとまった場合、これは

最悪の事態だと思うのです。それに備えるた

めにも、やはり私は災害用の貯水槽の設置は

早急に実施すべきと思うのです。 

 今回、(仮称)国際交流スポーツセンターに

設置される災害用貯水槽は、４万リットルと

いう貯水槽でありますけれども、三沢市民約

４万人の１リットル分なのです。いわゆる防

災計画では、被災者用４,２００人を考えたと

きの保存水の備蓄なのですけれども、そうい

う方だけでなくて、三沢市民全員のことを考

えた災害用貯水槽を考えるべきと思うので

す。場所も、市内のほうにあと２カ所設置す

れば、４万人の方に１日１リットルの分を確

保できると思うのです。 

 そういうことで、速やかに災害用の貯水槽

を設置すべきと思うのですけれども、三沢市

民全体のことを考えた災害用貯水槽の設置に

ついてどう考えているのか、再々質問しま

す。 

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。 

 総務部長。 

○総務部長（佐々木卓也君） 再々質問にお

答えいたします。 

 先ほどのお話の中で、いろいろな災害が発

生していると。そういうことを考えれば、三

沢市民全体の水の確保ということも非常に大

切だと思います。そのことから、防災計画に

もありますので、ほかの場所に災害用貯水槽

の設置など、今後、鋭意検討してまいりたい

と思います。 

○議長（小比類巻雅彦君） 瀬崎議員。 

○５番（瀬崎雅弘君） 了解しました。 

 質問を次に移ります。 
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 三沢市役所職員の定員管理について再質問

いたします。 

 これまでの取り組み、今後の取り組みにつ

いてよく理解しました。 

 ただ、今現在残っている労務職の方につき

ましては、なかなか民間委託が難しくて、非

常勤職員の方のほうが私はいいというふうに

考えております。 

 その採用に当たっては、元自衛官として、

やっぱり退職自衛官を採用してという思いが

あるのでございますが、市として積極的に退

職隊員を採用していただければ助かると思う

のですけれども。 

 特に、自衛隊の場合につきましては、その

精強さを保つため、若年定年制度をとってお

り、多くの自衛官が５０歳半ばで定年退職す

ると。定年時期につきましては、定年になっ

た誕生日でもって退職となります。 

 現在の自衛官、私も含めてですけれども、

一番心配するのは、退職後の再就職、これが

一番の心配事なのです。現在、年金の支給時

期が遅くなり、自衛官の場合は若年定年制度

を採用しているため、年金受給まで再就職す

る必要があります。隊員にとって、定年後の

再就職を探すのは非常に苦労しています。 

 特に、自衛隊は、特技制度をとっており、

多くの業務職がありますが、退職されるほと

んどの方は、部隊において、核として、それ

ぞれの特技のエキスパートであることはもち

ろん、それ以外にも部隊の服務規律の維持向

上のため、隊員指導等を実施しておられま

す。 

 また、部外においては、ＰＴＡ活動や各種

スポーツのコーチなどで積極的に学校にかか

わっている方も多くおられ、地域貢献に尽力

されています。隊員は、定年後それぞれの特

技を生かした職業に再就職できれば幸せなの

ですけれども、なかなかそのような場所は見

つかりません。あったとしても、三沢を離れ

るかという場合があります。 

 そこで、今後、技能労務職員の方が定年さ

れた以降は、非常勤職員として退職自衛官を

積極的に採用することができれば、安心して

三沢に住むことができると。そうすれば、三

沢市の人口減少に歯どめがかかると思いま

す。 

 その方策として、市として、技能労務職の

任に三沢市在住の定年退職自衛官を積極的に

採用されてはどうかということについて、市

としてのお考えをお聞きしたいと思います。 

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。 

 総務部長。 

○総務部長（佐々木卓也君） それでは、市

役所職員の定員管理計画に関する再質問の中

で、三沢市在住の自衛隊退職者を今後積極的

に採用していただきたいが、それについての

考えということで、お答えを申し上げたいと

思います。 

 非常勤職員等の採用につきましては、自衛

隊退職者に限らず、資格要件を満たしていれ

ば受験可能でありますので、受験していただ

き、その結果、採用されました方が自衛隊退

職者だったということはあろうかと思われま

す。 

 また、自衛隊退職者の方は、おっしゃられ

たとおり、大型自動車等の運転免許や施設管

理等の、それに従事する際に必要とされる資

格を持っている方が多いと認識しております

ので、そのような資格を必要とする職種につ

いては、自衛隊退職者の方が採用されている

事例が多くなっております。 

 例えば、参考までにですけれども、過去５

年間で、延べで見た場合ですけれども、９９

人の方が、自衛隊退職者が受験されまして、

延べ７１人の方が合格し、採用されておりま

す。 

 また、平成２６年度現在、自衛隊退職者が

どのようなお仕事をなさっているかというこ

とで、例えば学校用務員４人、公共施設管理

等５人、道路整備２人、自然監視員１人、清

掃センターのほうに１人、火葬場１人、１４

名、これが非常勤職員。それから、嘱託員の

ほうでは、防災危機管理専門員、それから消

費生活相談員、このような職についていただ
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いております。 

 そういうことから、まず、最初に申し上げ

たように、どなたでも受験できるのですけれ

ども、お持ちの免許等を有効に活用してでき

る職種に応募していただきたいと思います。 

○議長（小比類巻雅彦君） 瀬崎議員。 

○５番（瀬崎雅弘君） 了解しました。 

 最後の国際交流事業について再質問させて

いただきます。 

 副市長から答弁いただきまして、よくわか

りました。 

 しかしながら、三沢市は、平成１７年に英

語教育推進特区の認定を受けて、翌年度から

学習指導要領に基づき英語教育を導入されて

います。英語教育推進特区を受け、約１０年

がたとうとしていますが、その成果を確認す

ることも私は大事だと思っているのです。 

 その一つの成果の確認の仕方として、親善

大使としての派遣はどうかということを言っ

たのですけれども、まずは派遣する前に、高

学年小学生を応募させるというのも一つの試

行的な考えだと思うのですけれども、派遣す

るではなくて、応募させるということ自体、

市としてどのように考えておられるのか、再

質問したいと思います。 

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。 

 副市長。 

○副市長（米田光一郎君） 瀬崎議員の再質

問にお答えいたします。 

 三沢で英語教育推進特区の認可を平成１７

年に受けまして、現在は、２０年度には文部

科学省指定教育課程特例校に移行しておりま

す。 

 そのように小学生に対しましては、英語教

育を非常に手厚くやってございまして、その

成果を検証させるために、小学生にも応募さ

せてはいかがかということでございますが、

現在、姉妹都市委員会で決定、派遣しており

ますが、応募させるとなれば、採用を前提に

しなければなかなか難しいものと考えており

ます。 

 先ほど申しましたように、現行の制度の中

で、中高生が派遣されている中に小学生を入

れることについては、大変慎重に検討しなけ

ればならないという認識でございますので、

応募自体も難しいかなと考えております。 

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、瀬崎雅

弘議員の質問を終わります。 

 この際、午後１時まで休憩します。 

午前１１時５０分 休憩   

──────────────── 

午後 １時００分 再開   

○議長（小比類巻雅彦君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。 

 ここで、議長を交代します。 

○副議長（野坂篤司君） 議長を交代しまし

た。 

 それでは、一般質問を次に移ります。 

 山本彌一議員の登壇を願います。 

○１６番（山本彌一君） 拓心会の山本彌一

でございます。 

 ただいまより、通告に基づきまして、順を

追って質問いたします。 

 ますはじめに、商工業問題からでありま

す。 

 今、政府は人口減少問題を抱え、地方創生

を目指しているところであります。したがい

まして、国に地域活性化の多くを期待できな

い時代であります。 

 限られた資源を有効に使うために、むしろ

国は、みずから助くるものを助くの精神で、

みずから創意工夫を傾注している地域にこ

そ、重点的かつ効率的に手を差し伸べようと

しております。よって、地方は、みずからの

力で活性化の道を切り開かなければなりませ

ん。 

 したがいまして、本市も地域の抱えるハン

ディを少なくし、雇用の機会をふやし、独自

の文化と誇りを育て、住みよい環境をつくる

ことによって、魅力ある地域社会を創出して

いくことが強く求められております。 

 政府の地方創生を実現する手段はさまざま

だが、基本的には、地方の主体者である首長

と職員はもとより、オーナーである市民がそ
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れぞれの立場で、自己の責任を果たすことが

絶対条件であります。今こそ本市の創生に向

けて挑戦することが、真の意味のまちづくり

であります。 

 本日は、このことを踏まえ、地場産業力強

化と中小企業支援についてお尋ねをいたしま

す。 

 本市の地場産業を担う中小企業は、長引く

景気の低迷で、消費の落ち込みや各金融機関

等の資金の貸し渋り等により、経営基盤を根

底から揺るがして、転・廃業を余儀なくされ

ているのが実情であります。この状況を放置

するならば、さらに本市の地場産業の柱であ

る中小企業活動が弱体化するおそれがありま

す。 

 今日まで本市の中小企業は、持ち前の小回

り性と高いサービス等で地場産業を支えると

ともに、本市の身近な就労の場として、市民

生活にも大きく貢献して、我が三沢市の活力

源となってきたところであります。 

 しかし、近年の厳しい経済環境が、本市の

中小企業の体力を急激に低下させておりま

す。このままでは、本市の産業活動は停滞

し、雇用の場が奪われることを心配いたすも

のであります。 

 本市の中小企業が、その活力を再生し、活

力を発揮するためには、さまざまな課題を克

服しなければなりません。 

 一つは、新製品の技術の開発や新分野への

進出への課題であります。しかし、中小企業

にとって、施設や資金面の制約や技術力のス

トック等により、その多くが新分野への進出

が困難な状況でございます。 

 また、二つ目は、高度な技術やアイデアと

創業チャンスの結びつきの課題であります。

そのため、新たなる創業への計画策定力や市

場分析力等が乏しく、高度な技術やアイデア

がなかなか創業に結びつきにくい問題がござ

います。 

 これら本市の中小企業の課題を克服するた

めに、第１に、新製品や技術の開発や、新分

野への進出の支援でございます。 

 それには、まず、中小企業振興センター等

を設置して、技術指導や支援の強化を図り、

中小企業の新製品開発を促進しながら、イン

ターネットを活用し、市場の開拓の支援も重

要でございます。 

 今、行政に求められているのが、新しい活

力再生の歴史をつくり出す姿勢であります。

したがって、今こそ本市は、雇用吸収力を持

つ中小企業の育成を図ることが重要課題であ

ります。 

 なぜならば、今、我が国は、政治や経済、

そして社会ともに大変革の時代を迎えており

ます。それゆえに、新しい世紀は、社会経済

状況の変化に対応した、新たな仕組みづくり

に向けた変革と挑戦の時代であるからでござ

います。 

 本市は、厳しい財政状況の中ではあるが、

中小企業の育成や新たなる産業の活性化施策

を積極的に推進していかなければなりませ

ん。その結果、活性化が図られ、働く雇用も

生まれ、もって市民が意欲を持って生活する

ことができる社会を築き上げることができる

と確信をいたすものであります。 

 本市の活力再生のためにも、特性を生かし

た産業の創出こそ命であり、その原動力とな

るはずであります。 

 そこで、市長は、地場産業の振興支援体制

の施策をどのように考え、本市の地場産業の

育成を図るか、まずはじめに、その取り組み

について答弁を求めるものであります。 

 次に、行政問題の第１点目、公共施設の維

持管理についてお尋ねをいたします。 

 近年、全国的に公共施設の維持管理が重要

視されてきております。公共施設の維持管理

は、交通問題や震災の危険性をはじめ、橋梁

など老朽化の進行などで、解決しなければな

らない多くの問題を抱えているのが実情であ

ります。本市においてもその例外ではありま

せん。 

 一方、本市を取り巻く財政環境は厳しさを

増してきています。したがって、低経済成長

の長期化や少子高齢化社会の到来による投資
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余力の低下は、厳しい財政的な制約となっ

て、公共施設の維持管理に重くのしかかって

くることが予想されます。 

 公共施設の維持管理は、市民の生活を活発

に活動する機能を支えています。したがいま

して、財源不足を理由に、問題を先送りする

ことは許されません。 

 よって、厳しい財政状況にあっても、効率

的な公共施設の維持管理に努めなければなり

ません。厳しい財政だからといって許されま

せん。 

 しかし、高度経済成長以降に整備された公

共施設は、間もなく一斉に更新時期を迎える

ことになります。このことを考えるとき、厳

しい状況の中ではあるが、集中的に発生する

公共施設の維持管理費等への対応が今後問題

になると予測するものであります。 

 本市の上下水道をはじめ、清掃センター等

の公共施設は、市民への日常の生活や活動に

直結していて、これらの公共施設の安定を前

提に、市民サービスが実施されてきていると

ころであります。 

 近年、これらの公共施設は、技術革新の進

展により、より高度化してきているが、一

方、その維持管理は、旧態依然となっている

のが実情であります。 

 市民は、公共施設に対し、急速な社会環境

の変化や震災など災害時における安全性の向

上と信頼性をはじめ、効率性を強く求めてき

ているところでもあります。 

 この信頼性と効率性に応えるためには、た

だ単に設備を新しくしたからといって得られ

るものではありません。問題は、それらを管

理する維持管理職員が適切に管理に努力し

て、はじめて得られるという点を忘れてはな

りません。 

 だが、急速な技術革新は、設備の高度・複

雑化をもたらし、これらを管理する職員は、

技術革新のテンポの速さについていくのが困

難な状況となってきているとも言われており

ます。 

 一方、維持管理は、縁の下の力持ちと言わ

れるように、単調な業務が多く、地味な仕事

であります。このため、職員のマンネリ化を

招き、職場の緊張を失いがちになります。 

 公共施設の維持管理は、施設が完成してか

ら始まるものではなく、計画や設計の段階か

ら始まります。したがって、公共施設のライ

フサイクルを考え、設備の改造や更新時に維

持管理の問題が当然反映されなければなりま

せん。 

 公共施設の高度な維持管理を図るには、設

備の高度化に見合った積極的な維持管理シス

テムへと転換することが重要であります。そ

れには、まず、停滞しやすい維持管理職場

を、人為ミスが発生しない緊張感のある職場

へ変えることであります。つまり、維持管理

職員に幅広い経験を積ませ、マンネリ化を排

除し、達成感のあるものにしなければなりま

せん。 

 例えば、決まった作業を機械化したり、創

造的な業務を多くし、設備の異常発見技術の

開発や、異常時を想定した対応等予防保全計

画など、検討を積極的に進めていくべきであ

ります。 

 維持管理業務は変化の少ない地味な仕事で

はありますが、しかし、この地味な仕事を確

実に遂行していくことこそが、まちを支えて

おります。 

 市民生活や活動に停滞を招く公共施設の維

持管理は許されません。適切な公共施設の維

持管理とは、最小のコストで最大の効果を発

揮し、施設の信頼性と効率性を高めていくこ

とであります。 

 そこで、本市の公共施設の維持管理職員の

業務活動への対応と、道路や橋梁をはじめ、

清掃センター及び上下水道等の維持管理体制

に万全を期しているのか、その取り組みにつ

いて答弁を求めるものであります。 

 次に、行政問題の第２点目、選挙投票率向

上への取り組みについてお尋ねをいたしま

す。 

 我が国の憲法で住民主権が保障されて、既

に７０年余りに及びますが、現行の自治制度
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が定着はしてきているが、地方自治の運営に

当たっては、依然、幾多の問題を抱え、特

に、住民の自治意識の中で、選挙において、

いまだに確立していません。それは選挙の投

票率にあらわれております。 

 本日は、このことを踏まえ、質問をさせて

いただきます。 

 昨年１２月の衆議院解散に伴う選挙におい

て、本県の投票率が全国平均で最下位であり

ました。 

 今回の衆議院選挙の投票率低迷を受けて、

有識者は、本県は投票意識や投票環境の改善

が極めて重要で、有権者の選挙に対する意識

向上など、総合的な取り組みが課題であると

指摘をされておられます。 

 投票率を向上するには、まず、行政が有権

者に投票所に足を運んでもらう取り組みが大

変重要で、また、必要であります。 

 有権者が選挙離れする原因の一つに、低調

な政策論争が挙げられている一方、各市町村

においては、人柄や個人的なつながりが重視

され、政策論争が置き去りになっていて、候

補者から具体的な政策が示されなければ、直

接つながりのない有権者にとっては、誰が選

ばれても同じとの発想になりがちであると言

われております。 

 しかし、選挙は、民主政治の出口と言わ

れ、選挙の投票率の低迷は、おくれている民

主政治とか、有権者意識を持たない有権者な

どと言われ、我が国の国政や地方政治が非難

されるおそれがあります。 

 本市の選挙管理委員会では、投票権放棄防

止のため、啓発運動の取り組みや看板の掲

示、そして防災無線での投票の呼びかけのほ

か、チラシ配布等を実施されてきてはいる

が、しかし、結果的に十分な成果が上がって

いるとは思われません。 

 日本人は、欧米人に比較して、連帯意識で

社会を築き上げようという参加意識が低く、

投票率向上のため、より踏み込んだ啓発活動

や取り組みが重要課題であります。 

 政治不信などで、投票に行かない有権者の

理由はいろいろあるが、放棄が続けば、政治

への関心が一層薄くなり、選挙から心が離れ

てしまうおそれがあります。 

 この実態は、本格的な地方分権時代が到来

し、各種の権限の移譲が進めば、優秀な首長

や議員がいる自治体は発展をし、反対に、そ

うでない自治体は衰退することに相なりま

す。 

 選ばれた政治家が地方財政を動かしている

現状を踏まえ、有権者が危機感を持って選挙

に参加すべきであります。なぜならば、財政

破綻すれば、そのツケは住民に及ぶことを理

解すべきであるからであります。 

 今年は、統一地方選挙が実施されます。ま

た一方、任期満了に伴い、青森県知事選挙

と、本市では市長選挙が予定されておりま

す。選挙投票率の向上に欠かせないのは、何

よりも有権者の意識改革が重要であります。 

 有権者が選挙離れする要因の一つに、候補

者がきちんとその政策を示さないことも、そ

の理由の一つに挙げられております。 

 それゆえに、このたび三沢青年会議所で

は、６月に予定されている本市の市長選挙に

向け、立候補者の市民への公開討論の開催を

実施することを決定し、取り組むことにな

り、広く有権者に対し候補者の政策を聞いて

もらい、投票率向上につなげる活動を計画し

ているところであります。 

 選挙管理委員会の仕事は、投票事務と開票

事務、そして、広報啓発の三つに分かれる

が、問題は、投・開票事務に重点を置き、啓

発がおろそかになっていないのか疑問を感じ

ます。大事なのは、今までの前例主義から抜

け出すことが問われております。 

 よって、選挙の投票率の向上の主役は、何

といっても選挙管理委員会であることを忘れ

てはなりません。 

 ６月の市長選挙の青年会議所の公開討論会

の開催に対し、選管もバックアップをする考

えがあるのか、はたまた、選挙管理委員会の

独自の投票率アップに向けた新たなアイデア

があるのかどうか、その取り組みについて答
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弁を求めるものであります。 

 以上で、私の一般質問を終わります。 

○副議長（野坂篤司君） ただいまの山本彌

一議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいまの山本議員

御質問の商工業問題の地場産業力強化と中小

企業の支援については私から、その他につき

ましては選挙管理委員会委員長並びに担当部

長からお答えをさせますので、御了承願いた

いと存じます。 

 商工業問題の地場産業力強化と中小企業支

援についてお答えをいたします。 

 当市の企業の大多数を占める中小企業は、

地域の経済や雇用を支えるとともに、地域に

根差した事業活動を通じまして、まちづくり

に貢献しており、地域社会の担い手として、

当市の発展と市民生活の向上に大きく寄与し

てきたところであります。 

 しかしながら、人口減少や少子高齢化社会

の進展により、中小企業を取り巻く環境が厳

しさを増してきており、その振興を図ること

が大きな課題となっております。 

 このため、当市におきましては、地元企業

が融資を受ける際に負担する保証料への補給

制度のほか、新規出店を支援する空き店舗出

店補助制度、創業や第二創業を支援する起業

化補助制度、地元産品の開発を支援する特産

品開発促進補助制度または雇用の維持拡大を

支援するための各種セミナーの開催など、中

小企業者等に向けた市独自の政策を展開して

まいりました。 

 また、経済産業省の補助金制度について

も、東北経済産業局とともに説明会を開催す

るなど、中小企業者及び創業希望者への支援

体制を整えてまいりました。 

 さらに、現在、行政だけではなく、社会全

体で中小企業の重要性について認識を共有

し、連携協働して、その振興を図ることを目

的とした、(仮称)三沢市中小企業振興条例を

制定するため、関係団体等から成る委員会を

設置し、これを実効性のあるものにできるよ

うに、その作業を進めているところでありま

す。 

 今後におきましても、中小企業が持つ、そ

の強味や可能性を伸ばし、地域において活躍

できるよう、関係団体等と連携を図りながら

中小企業の振興に取り組んでまいりたいと考

えております。 

 私からは、以上であります。 

○副議長（野坂篤司君） 民生部長。 

○民生部長（宮古直志君） 公共施設の維持

管理の中で、清掃センターの維持管理につき

ましてお答え申し上げます。 

 清掃センターにつきましては、御承知のと

おり、焼却炉、ベルトコンベヤー、モーター

等の電気設備や動力設備、また、ダイオキシ

ンの除去や薬品の投入設備などの集合体でご

ざいまして、設備メーカーの技術力を結集し

た施設でございます。 

 そして、これらの設備を安全に稼働させる

ためには、設備に精通した専門技術者による

維持管理を必要としますので、設備メーカー

等に保守管理及び運転管理業務を委託してお

ります。 

 委託を受けました会社では、週に一度、マ

ニュアルにより施設点検を実施し、万全な稼

働体制を維持し、社員教育につきましても定

期的に社内研修を行い、技術の向上と安全管

理の徹底を図っております。 

 また、市の担当者におきましては、廃棄物

処理の研修会に参加し、専門知識を習得しな

がら研さんを積んでおります。 

 施設の管理に当たりましては、廃棄物の処

理及び清掃に関する法律施行規則第５条に基

づきまして、処理施設の状況や処理能力の状

況を把握し、適正な施設の点検管理を行うた

め、精密機能検査を実施しております。その

検査報告書と施設点検の状況を精査し、補修

工事や修繕を行ってまいりました。 

 今後とも焼却施設等の万全な維持管理体制

と保守管理により、住みよい生活環境の確保

に努めてまいりたいと考えております。 
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 以上でございます。 

○副議長（野坂篤司君） 建設部長。 

○建設部長（沼山 明君） 同じく公共施設

の維持管理についてのうち、道路及び橋梁等

についてお答えいたします。 

 全国の橋梁やトンネルなどの重要な道路施

設は、高度経済成長期に集中的に整備され、

その役割を果たしてきたところであります。 

 当市の橋梁は、昭和５０年代以降に建設さ

れ、今後、これらの補修や更新を行う必要性

が高まることが見込まれており、それに伴う

担当職員の技術習得もさらに必要となってい

るところであります。 

 道路や橋梁の維持管理に関しては、日常的

な道路パトロールなどにより職員が点検を行

い、重大な破損等がないか確認しているほ

か、重要な構造物である長さ１５メートル以

上の橋梁については、平成２４年度に、高度

な知識を有する専門業者に委託して、細部に

わたって詳細な点検を実施しております。 

 その点検結果から、長期的な視点に立ち、

効果的な管理や維持、更新コストの縮減を

図っていくため、平成２５年４月に、三沢市

橋梁長寿命化修繕計画を策定しております。

この計画は、５年ごとに定期点検を実施し、

その都度見直すこととしております。 

 また、本年度からその計画に基づき、補修

の優先度が高い橋梁から工事に着手し、計画

的な修繕に取り組んでいるところでありま

す。 

 次に、職員の維持管理能力の向上について

でありますが、道路修繕に関する情報の共有

や関係者との調整などを目的として、平成２

６年５月に、国や県の関係機関と市町村で組

織する青森県道路メンテナンス会議を設立し

ております。 

 この会議では、道路補修に関する情報交換

や道路及び橋梁などの管理技術研修などを行

い、職員の維持管理能力の向上を図っており

ます。 

 また、これ以外にも、国、県及び民間が主

催する橋梁等に関する実務研修にも積極的に

参加し、職員の技術習得に努めているところ

であります。 

 今後におきましても、市民生活に影響が出

ないよう、職員の専門的な管理技術能力を高

めるとともに、道路や橋梁の適切な維持管理

に努めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○副議長（野坂篤司君） 上下水道部長。 

○上下水道部長（今村哲也君） 上下水道施

設の維持管理についてお答えいたします。 

 水道施設である配水場は、市内に５カ所あ

り、その維持管理は、機械、電気、計装関係

の点検、補修や運転管理業務など、高度な専

門知識と技術が必要なことから、原水の水質

変動、施設及び浄水処理工程、施設管理、危

機管理等に関する免許と経験を有する民間業

者に管理委託しております。 

 日常の運転については、毎日、朝と夕方の

２回、業者と打ち合わせを行い、懸案事項等

は、月に一度運転会議を実施し、対処してお

ります。 

 また、職員につきましては、日本水道協会

等で実施している浄水場等設備技術実務研修

会や水道技術者専門別研修会等で専門知識を

習得させ、技術力の向上を図り、全体の運転

管理等を行っております。 

 次に、下水道施設については、市街地を対

象とする公共下水道事業と、農村部を対象と

する農村集落排水事業の二つの事業があり、

公共下水道地域では浜三沢の浄化センター

で、農業集落排水地域では西部、東部、南部

の３地区の浄化センターで汚水処理を行って

おります。 

 汚水処理施設の維持管理もまた、高度な専

門知識や技術を要することから、その蓄積の

ある三沢市環境整備事業協同組合へ管理委託

しております。 

 また、日常の運転については、管理者が２

４時間常駐で汚水の状況を監視しており、農

業集落排水の浄化センターにおいても、週１

回、水質確認や機械等の調整による維持管理

を行っております。 
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 また、職員につきましては、日本下水道事

業団や日本下水道協会等が実施する研修へ参

加させ、技術力向上に努めており、浄化セン

ターを監督する立場として、中間工程会議や

月例会議を行い、処理水質の報告や施設の点

検結果を確認するなど、全体の状況を把握し

ております。 

 今後とも、いずれの施設も安全・安心を柱

に、合理的かつ効率的な維持管理に努めてま

いります。 

 以上でございます。 

○副議長（野坂篤司君） 選挙管理委員会委

員長。 

○選挙管理委員会委員長（河村幸利君） お

答えいたします。 

 行政問題、２点目の選挙投票率向上への取

り組みについてにお答えいたします。 

 昨年１２月執行の衆議院議員選挙及び一昨

年執行の参議院議員選挙投票率において、青

森県が全国最下位となったことは、当委員会

といたしましても深刻な問題として受けとめ

ているところでございます。 

 このため、三沢市明るい選挙推進協議会と

協力し、投票率向上に向けた啓発活動を従来

から実施しているところでありますが、この

うち、常時啓発として、新社会人に対する出

前講座、成人となられた方々への選挙公報、

パンフレットの配布など、積極的に行ってい

るほか、選挙当時における啓発といたしまし

ては、選挙公報、広報無線による呼びかけ、

マックテレビまたは街頭での投票呼びかけな

ど、いろいろな媒体を通して行っているとこ

ろであります。 

 また、一昨年執行した参議院選挙の際に

は、三沢市商工会が主催となり、投票率向上

対策の一環として、県内初の試みである選挙

セールを実施した結果、投票率も県内１位と

なったところであります。 

 これまでの過去８年間の国政選挙及び県知

事選挙等の投票率を見ますと、当市は、県内

１０市の中、常に上位の投票率を維持してい

るところであります。 

 今後におきましても、全国の自治体で取り

組んでいるさまざまな事例等を参考とするほ

か、民間団体等がみずから取り組む投票率向

上に向けた事業に対しましても、当委員会が

でき得る範囲において協力を行うなど、さら

なる投票率向上に取り組んでまいりたいと考

えております。 

 次に、６月執行予定の三沢市長選挙につき

ましては、公益社団法人三沢市青年会議所で

立候補予定者の公開討論を現在計画してお

り、当委員会でも、投票率向上の機会として

何らかの支援ができないのかの御質問にお答

えいたします。 

 当委員会といたしましては、計画されてい

る三沢市長選挙立候補予定者の公開討論に対

する支援が可能かどうか、公職選挙法との兼

ね合いから、慎重に対応していきたいと考え

ているところでございます。 

 私どもは、そういうことで、これから一層

の、投票率１００％とはいきませんけれど

も、先般申し上げたように、限りなくそうい

う数字に向けて、なお一層努力してまいりた

いと考えております。 

 以上でございます。 

○副議長（野坂篤司君） 山本議員。 

○１６番（山本彌一君） 時間もないようで

すが、かいつまんで、２点ほど再質問させて

いただきます。 

 まず１点目は、商工業問題の地場産業力強

化と中小企業支援についてであります。 

 市長のほうから、現在、市のほうでは、中

小企業の支援のため、中小企業条例を設置し

て、中小企業の振興に努めてまいりたいとい

う答弁でありました。これも大事でしょう。

今、本市の中小企業の経営環境を踏まえなが

ら、持てる活力を発揮できる、もっといい支

援策を講ずることが私は重要と考えるもので

あります。 

 そのためには、強い競争力と再生に向け、

中小企業の新しい取り組みを促すために、中

小企業振興センターを設置し、新製品の開発

や新しい分野への進出の支援をすべきと考え
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るが、再度この点について、市長から答弁を

いただきたいと思います。 

 次に、選挙投票率の向上についてでありま

す。 

 今、選挙管理委員長のほうから、投票率向

上に向けて、三沢市の場合は、県内において

も投票率が上のほうであるという答弁であり

ます。これに満足することなく、１００％に

向けた取り組みをしたいという答弁がありま

した。 

 そこで、今、青年会議所、先ほど前段で申

し上げましたけれども、投票率向上に向け

て、やっぱり政策論争が、この投票率低下に

つながっている一つだということでありま

す。そこが大事ですね。どうやって立候補者

の思い、政策等を話せる場所を。そういう危

機感を感じて、全国で何か青年会議所等が、

そうした意識高揚に向け、投票率をアップし

ようということで取り組みをされているそう

です。 

 これこそ、選挙管理委員会が本来、もっと

やらなければいけない部分なのです。それ

が、選挙法に抵触しない限り支援します――

抵触するような公益社団法人ではありませ

ん。全部若者がそれらを研究して、そして取

り組むということです。たまにはあるだろ

う、そのときはアドバイス。支援するという

ことで理解していいのかどうかと。 

 いま一つは、この際、選挙管理委員長が限

りない１００％を目指すということであれ

ば、どうぞ、まず吹いてみたらいいでしょ

う。我が三沢市は投票率日本一を目指してい

くと市民に訴えれば、かなり効果は出るので

はないか。 

 この２点について、選挙管理委員長からお

伺いいたします。 

○副議長（野坂篤司君） 経済部長。 

○経済部長（大澤裕彦君） 商工業問題の再

質問にお答えいたします。 

 現在、仮称ではございますが、三沢市中小

企業振興条例を制定する予定としておりまし

て、その中で、より実効性のあるものとする

ために、中に、市中小企業関係団体、大企

業、金融機関、学識経験者などから成る組織

を位置づけて、その中で、いろいろな中小企

業に対する振興を、実際に機能を盛り込んで

いくこととしております。 

 また、そのほかに、現在、国で、よろず支

援拠点というものを設けておりまして、青森

県でも、中小企業者の売り上げ拡大、経営改

善、新商品開発、創業・起業、ＩＴ情報化な

ど、経営上の悩みについての相談に対応す

る、青森県内では青森県よろず支援拠点が開

設されております。 

 その中で、専門的知識を有するコーディ

ネーターが無料で相談に応じ、また、中小企

業の要望に応じては、中小企業診断士、税理

士、デザイナー、ＩＴコーディネーターな

ど、経験豊富な専門家を希望する中小企業に

派遣して指導するという事業も行っておりま

す。 

 市では、そういうところを、専門的な方々

をたくさん有している方を希望する企業の方

に御紹介して、そういうことを利用していた

だくよう積極的に進めております。 

 以上のことから、そういう支援を現在も

行っております。 

 以上でございます。 

○副議長（野坂篤司君） 選挙管理委員会委

員長。 

○選挙管理委員会委員長（河村幸利君） ま

ず、今、山本先生がおっしゃったように、最

大の、公開討論が大きな市民の有権者の関心

を持つことは、政策論争にあるかと思いま

す。これまでの、東奥日報でも見たとおり、

島根県なり鳥取県のほうでは、かなり投票率

を高めております。 

 私に言わせれば、片田舎だと。そういうと

ころでかなり高い投票率が続いているという

ことは、やはり今言った政策論争であり、公

開討論だと思います。 

 そういう意味で、三沢市の有権者・市民を

高めると、これが表裏一体となって向上する

ということだと思います。私どもは、皆さん
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から指摘された御意見を十分賜りながら、市

民のそういう意識を改革していくと。そうい

う意味において、一層努力をしてまいりたい

と考えております。 

 以上であります。（発言する者あり） 

 やはりそれは、言うまでもなく、まず私は

明るい選挙推進協議会と一体となって進めて

いくと。これに対して、私どもは、公職選挙

法がありますので、これと十分兼ね合いを見

ながら、違反のないように、そして市民の意

識を高めると。十分、三沢はそういうところ

であるかなと。それは、やはりそういう環境

に自治体をはじめ、あるかなと、こう見てお

ります。 

 そういうことで、今後とも一層努力してま

いりたいと思っています。 

○副議長（野坂篤司君） 山本議員。 

○１６番（山本彌一君） 私、先ほど尋ねて

いるのは、どうせなら、限りない１００％を

目指すという答弁であったので、であれば、

我が三沢市が選挙の投票率日本一を目指すと

いうことを市民に、我が三沢市選挙管理委員

会でスローガンとして掲げたらどうですか。

そうすれば、市民も、我がほうは１番を目指

すのだという気持ちになって、いろいろな選

挙はこれからもあるでしょう、投票行動に向

けた何らかの心の動き、響きなり、伝わるの

ではないか。その辺は掲げていったほうがい

いのではないですか。それについて、選挙管

理委員会は一生懸命努力するのはわかるけれ

ども、掲げたらどうですかというのに答えて

いないので、再度お願いします。 

○副議長（野坂篤司君） 選挙管理委員会委

員長。 

○選挙管理委員会委員長（河村幸利君） お

答えいたします。 

 今、山本議員から言われたように、気持ち

はそういう気持ちでいますが、ただ、これは

組織問題、市民有権者と一体となったことで

ありますから、私はこれから委員会にそうい

う問題を諮りながら、限りない努力をしてい

くという方向でございます。 

 したがって、今ここではっきり何％にする

とかと言うことはできませんけれども、漸次

的に努力していくということで、御了解いた

だきたいと思います。 

 以上です。 

○副議長（野坂篤司君） 以上で、山本彌一

議員の質問を終わります。 

 それでは、一般質問を次に移ります。 

 春日洋子議員の登壇を願います。 

○１０番（春日洋子君） １０番公明党の春

日洋子でございます。 

 通告の順に従い質問してまいります。 

 はじめに、行政問題の地域住民生活等緊急

支援のための交付金活用についてお伺いしま

す。 

 現在、社会の発展、グローバル化の進展、

交通・通信手段の発達は、私たちの活動範囲

を飛躍的に拡大し、生活を大きく変容させま

した。 

 仕事を求めて地元を離れる人、都市部で暮

らし始める新住民の増加、少子高齢化も相

まって、地域の伝統行事や共同作業の担い手

不足、地域活動の維持や育児、介護の助け合

いが困難な状況も生まれています。 

 昨年１２月２７日に閣議決定された、ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略では、東京一

極集中を是正し、若い世代の就労、結婚、子

育ての希望を実現することにより、人口減少

を克服、さらには、地域の特性に即した地域

課題の解決に、より活力ある日本社会の維持

を目指しています。 

 日本を変えてきたのは地方であり、地方創

生においても、地方がみずから考え、責任を

持つことが求められています。 

 また、本年２月３日に成立した２０１４年

度補正予算には、景気回復の流れを地方にま

で広げるため、生活者支援や地方活性化への

施策を手厚く盛り込まれており、地域の消費

喚起や生活支援、地方創生などに役立つさま

ざまな交付金制度が創設されています。 

 補正予算案の目玉となるのが、総額４,２０

０億円の地域住民生活等緊急支援のための交
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付金ですが、個人消費を下支えする地域消費

喚起、生活支援型と、地方の活性化につなげ

る地方再生先行型の２種類で、自治体の取り

組みを後押しすることとしています。 

 この交付金を財源に、自治体は、プレミア

ムつき商品券の発行ができるとされています

が、プレミアムつき商品券は、そのプレミア

ム分が新たな消費の呼び水となり、助成額を

上回る経済効果が期待でき、地域経済を活性

化させる有効な政策の一つとなっています。 

 過去に各地で発行された商品券について、

プレミアム１０％で、新たな消費に結びつい

た倍率が、平均で２から３倍前後、中には、

５から６倍に上るなど、高い経済効果をもた

らした事例もあり、個人消費に刺激を与える

ことは実証済みであり、工夫次第で、当初予

想以上の効果を生む可能性を秘めています。 

 そこで、質問の１点目として、本市におい

ても地域住民生活等緊急支援のための交付金

活用に当たっては、プレミアムつき商品券を

発行し、地域における消費喚起を促すべく、

補正予算が本日上程されましたが、本市の取

り組み内容をお伺いします。 

 次に、２点目として、地域消費喚起生活支

援型では、低所得者対策や子育て支援策な

ど、それぞれの地域で住民のニーズや生活事

情に合った、より高い効果が望める政策に使

われるべきであり、きめ細かな対応が望まれ

ていますが、生活支援策として交付金を活用

する具体案はどのようなものか、お伺いしま

す。 

 次に、日本は２００８年から人口減少時代

に突入しています。人口の急速な落ち込み

は、経済の停滞や生活水準の低下を招きかね

ません。人口減少に歯どめをかけるには長い

期間を要しますが、早く手を打つほど効果は

高まります。 

 政府は、昨年末、人口減少に歯どめをか

け、地域活性化を目指す長期ビジョンと、１

５年度から１９年度の政策目標を定めた総合

戦略を決定し、自治体が人口減少対策などに

速やかに取り組めるよう、地方創生先行型の

交付金を盛り込みました。 

 ことしは、各自治体が人口動向や中長期の

将来展望を示す地方人口ビジョンを定めると

ともに、そうした人口動向や産業の実態を踏

まえながら、人口減少に対処するための地方

版総合戦略の策定と実施に入ることになり、

いよいよ地方創生への各地域での取り組みが

本格的にスタートすることとなります。 

 特に、自治体にとっては、地方版総合戦略

の策定がことしの大きな柱となることを踏ま

え、国は、自治体の地方版総合戦略の策定と

実施を、情報、人、財政の面から切れ目なく

後押しするとし、情報については、産業、人

口、社会インフラなどに関して、必要なデー

タ分析ができる仕組みを提供、人の面では、

人口５万人以下の小規模市町村に国家公務員

を派遣したり、地域に愛着を持つ府・省庁の

職員が相談窓口となってサポートしていくと

しております。そして、これらを支えるた

め、財政支援としての予算を確保していま

す。 

 地域の実情を最もよく知るのは、そこで暮

らす人々であり、地域の活性化には、地方が

みずから考え、責任を持って施策を進めるこ

とが欠かせません。 

 既に、多くの自治体が、産業界や大学、労

働界、地域の金融機関や言論界とともに、戦

略づくりを始めているとのことですが、質問

の３点目として、地域の実情を踏まえた地方

版総合戦略の策定に向け、人材の確保につい

てはどのように考えているのかをお伺いしま

す。 

 次に、経済問題のふるさと名物開発の取り

組みについてお伺いします。 

 ふるさと名物を地域ブランド化し、地域活

性化につなげてきた全国の主な事例として

は、高知県馬路村が挙げられています。馬路

村では、地元の農業協同組合が中心となっ

て、村の主要農産物であるユズを原料にした

ドリンク・ごっくん馬路村をヒットさせ、調

味料・ゆずこしょうなど、ユズ加工品が村の

顔になりました。年商は３０億円を突破し、
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村民の約１割がユズ加工品の仕事に携わって

いるなど、雇用の創出にも貢献しています。 

 また、山梨県甲州市では、行政や酒造組

合、事業者が連携して、地元産ブドウを使っ

た甲州ワインのブランド化に成功した一例と

して紹介されておりますが、市は、甲州市原

産地呼称ワイン認証制度や乾杯条例を策定

し、ワインの品質保証や普及に努め、フルー

ツマラソンが人気を博すなど、観光振興にも

つながっているとのことです。 

 このたび、国においては、地方創生の具体

化に向け、地域の底力を引き出す取り組みと

して、地元の中小企業、小規模事業者をはじ

め、地域が一体となって、地域の強味をふる

さと名物として掘り起こし、その魅力を発信

する取り組みを支援する、ふるさと名物応援

事業をスタートします。 

 具体的には、複数の中小企業、小規模事業

者がふるさと名物を地域ブランド化する費用

の３分の２を２,０００万円を上限に補助、新

商品の試作や展示会への出展に係る費用など

に充てることができます。 

 また、よりよい商品開発と販路開拓への取

り組みもバックアップしていくとしており、

一方、ふるさと名物の消費喚起策として、１

４年度補正予算の交付金で、ふるさと名物商

品券を発行できるようにしています。 

 中小企業庁では、３月上旬から４月上旬に

かけて事業者の公募を行う予定とのことであ

り、本市においても、ふるさと名物の開発や

販路開拓を後押しする、ふるさと名物応援事

業を積極的に活用していただきたいと考えま

すが、事業者への支援をどのように行ってい

くのか、お伺いします。 

 次に、民生問題のレアメタルのリサイクル

についてお伺いします。 

 ２０１３年４月から、正式名称、使用済み

小型電子機器等の再資源化の促進に関する法

律、いわゆる小型家電リサイクル法が始ま

り、回収体制の整備ができた市区町村や協力

小売店での取り組みがどんどん広がっている

と言われています。 

 小型家電リサイクル法の対象品目は、パソ

コン、携帯電話、デジタルカメラ、ゲーム

機、電気カミソリなど多数で、家庭の電気や

電池で動く製品が広く対象となりますが、金

や銅など、有用金属が多く含まれる一方で、

鉛などの有害な金属も含み、また、希少なレ

アメタルも含まれています。 

 法制定の背景としては、これらの使用済み

小型電子機器等に含まれるアルミ、貴金属、

レアメタルなどがリサイクルされずに埋め立

てられていることへの対応が急務となってい

たからであり、小型家電に含まれている貴重

な資源を大切に使い、私たちの環境を守るた

めでもあります。 

 現在、日本全体で年間に廃棄される小型家

電は約６５万１,０００トンと推定されていま

す。その中に含まれている有用な金属などの

量は約２７万９,０００トン、金額にして約８

４４億円にも上ると言われています。そのた

め、使用済み小型家電は、都市にある鉱山と

いう意味で、都市鉱山と言われています。 

 こうした都市鉱山は、これまで有効に活用

されていないのが実情で、捨てられる小型家

電は、約半分がリサイクルされずに、廃棄物

として埋め立て処分され、また、約２割が違

法な回収業者によって集められ、その中に

は、国内外で不適正処理されているものも

あったと言います。さらに、廃棄されずに家

庭内の押し入れなどで眠っているものもある

と推測されるところです。 

 そこで、本市においても、市役所をはじめ

とする公共施設に回収ボックスを設置し、よ

り一層小型家電の回収に関する意識の向上を

図るとともに、環境への配慮をする取り組み

をするべきと考えますが、その見解をお伺い

します。 

 最後に、教育問題の学校司書の配置につい

てお伺いします。 

 学校図書館を授業で活用するために重要な

役割を果たすのは司書教諭、そして学校司書

です。学校司書とは、専門的な知識、経験を

有する、学校図書館担当事務職員を指しま
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す。 

 昨年６月、学校図書館法の一部を改正する

法律が可決され、学校司書がはじめて法律上

に位置づけられ、専ら学校図書館の勤務に従

事する職員を置くよう努めなければならない

とされています。 

 さらに、国及び地方公共団体は、研修の実

施その他の必要な措置を講ずるよう努めなけ

ればならないと規定しており、学校司書の配

置を法律が後押ししている形です。 

 平成２４年度の文部科学省の調査によりま

すと、全国の小学校の４７.８％、中学校の４

８.２％に、常勤、非常勤を含め、学校図書館

職員、いわゆる学校司書が配置されており、

自治体によっては、学校図書館支援員、読書

活動推進員など、呼称はさまざまですが、い

ずれも学校図書館のサポートをしておりま

す。 

 学校司書を導入している教育現場からは、

学校図書館の運営が円滑になった、学校図書

館の環境整備が進んだ、読書活動や調べ学

習、探究型の学習が活発になった、学校図書

館の図書の貸し出し数がふえたなどの声が多

く聞かれ、学習面や地域との連携など、さま

ざまな面で効果があらわれている様子がわか

ります。 

 そこで、本市においても学校司書を配置

し、読書活動の推進をより一層図っていくこ

とが重要と考えますことから、学校司書の配

置に関する見解をお伺いします。 

 以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。 

○副議長（野坂篤司君） ただいまの春日洋

子議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいまの春日議員

御質問の行政問題の地域住民生活等緊急支援

のための交付金活用については私から、その

他につきましては副市長並びに教育長、民生

部長からお答えをさせますので、御了承願い

ます。 

 地域住民生活等緊急支援のための交付金

は、御承知のとおり、地方公共団体が実施す

る、地域における消費喚起策や、これに直接

効果を有する生活支援策に対し、国が支援す

るための交付金であります。 

 当市では、追加提案をしております平成２

６年度三沢市一般会計補正予算（第６号）の

中で予算計上しておりますが、物価動向や消

費に関する地域の実情に配慮しつつ、当市の

消費喚起などの、景気の脆弱な部分に的を

絞った形で、さまざまな取り組みを検討して

きたところであります。 

 御質問の第１点目の交付金を利用したプレ

ミアム商品券でありますが、これにつきまし

ては、市内各店舗で使用できる商品券に２割

のプレミアムをつけて発行する方向で調整を

しているところであります。 

 現在は、販売手法や販売時期などの詳細に

ついては、各関係機関と協議を進めていると

ころであります。 

 次に、第２点目の交付金を利用した生活支

援策の実施についてでありますが、三つの事

業を検討いたしております。 

 まず一つ目は、低所得者、高齢者、障害を

持つ方を対象に、通常のプレミアムつき商品

券を２割引で購入できる割引販売を検討して

おります。 

 二つ目でありますが、小中学生の図書等購

入券発行であります。これについては、市内

に住んでいる小中学生を対象に、図書やス

ポーツ用品などの購入に対して支援を行うと

いうものであります。生活支援だけではな

く、市内の商業関係者への利用促進につなが

るものと期待をしているわけであります。 

 三つ目は、多子世帯への地場産品配付及び

割引券交付であります。これについては、地

場産の農水産物の詰め合わせを配付すること

により、多子世帯への生活支援を行い、地場

産品の、おいしく安全で安心な食品に対する

理解を深めてもらうとともに、市内の１次産

業の活性化を図る上でも有効な事業であると

期待をするものであります。 
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 これら三つの事業についても、現在、関係

機関と協議を進めているところであります。 

 次に、３点目の国からの人材支援について

でありますが、地方版総合戦略の策定に当

たっては、国の総合戦略や県の地方版総合戦

略の方針に沿いながら、地方人口ビジョンを

策定いたします。 

 そして、それを踏まえた上で、幅広い年齢

層から成る住民をはじめ、産業界、市町村や

国の関係行政機関、教育機関、金融機関、労

働団体、メディアである産官学金労言の参画

を得ながら、地方公共団体においてみずから

策定することになっております。 

 今後、事務を進める上で、状況に応じ、支

援制度の利用等により、人材確保を検討して

まいりたいと、このように考えております。 

 私からは、以上であります。 

○副議長（野坂篤司君） 副市長。 

○副市長（米田光一郎君） 経済問題のふる

さと名物開発の取り組みについてお答えいた

します。 

 ふるさと名物応援事業は、複数の中小企業

や小規模事業者のグループによる地域資源を

活用して開発した、ふるさと名物のブランド

化のための取り組みや人材育成、情報発信な

どの取り組みを支援する国の補助事業でござ

います。 

 市では、この国の補助事業の周知を図るた

め、市内の中小企業や小規模事業者のほか、

金融機関等関係すると思われる方々に参集し

ていただき、経済産業省東北経済産業局の職

員を招いて、去る２月１７日に説明会を開催

し、その中で、当該事業を含めた各種事業の

周知を図ったところでございます。 

 また、今後は、実務の詳細説明として、３

月１７日に県主催による地域資源活用フォー

ラムが開催されることから、この機会をも活

用し、関係事業者へのさらなる周知を図って

まいりたいと考えております。 

 次に、ふるさと名物の開発に対する当市の

取り組みについてでございますが、特産品開

発については、既に平成２５年度から市の単

独事業・特産品開発促進補助金として予算化

を図り、平成２５年度に４事業者が、平成２

６年度には６事業者が特産品の開発に臨んで

いるところであり、今回の国の補助事業は、

まさに市の取り組みを後押しするものでござ

います。 

 補助事業の詳細につきましては、これから

提示されるということでございますので、そ

の情報や内容を確実に把握した上で、可能な

限り積極的な支援に努めてまいりたいと考え

てございます。 

○副議長（野坂篤司君） 民生部長。 

○民生部長（宮古直志君） 御質問の民生問

題、レアメタルのリサイクルにつきましてお

答え申し上げます。 

 小型家電のリサイクルにつきましては、平

成２５年４月、使用済み小型電子機器等の再

資源化の促進に関する法律、いわゆる先ほど

ありましたように、小型家電リサイクル法が

施行され、古くなったり壊れたりして使用さ

れなくなった小型家電を市町村が回収し、国

の認定を受けたリサイクル業者が、電気製品

等に使用されている、貴重で流通量の少ない

金属、いわゆるレアメタルを回収して再資源

化する制度を定めたものでありまして、資源

の有効利用と環境汚染防止を目的としており

ます。 

 小型家電の回収方法は、公共施設等に専用

のボックスを設置して回収するボックス回

収、粗大ごみや不燃ごみとして回収された廃

棄物から小型家電を回収するピックアップ回

収などがあり、市町村ごとに回収する方法は

異なっております。 

 三沢市の清掃センターでは、昨年の１０月

から１１月にかけまして、小型家電のリサイ

クルを図る取り組みとしまして、粗大ごみ、

燃やせないごみとして収集された廃棄物から

小型家電を回収して、八戸市の金属加工工場

に運搬する実証実験を行いました。 

 その結果、収集された廃棄物から小型家電

を回収するピックアップ回収が、現状の収集

体制でも十分可能であり、経費を抑えること
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ができましたが、八戸市までの運搬費とレア

メタルの回収に伴うリサイクル費用が必要で

あることがわかりました。 

 三沢市としても、小型家電のリサイクルの

促進を図りたいと考えており、平成２７年度

当初予算に必要な経費を計上したところでご

ざいます。 

 また、公共施設への小型家電専用の回収

ボックスの設置につきましては、他市町村の

設置状況を見ながら検討してまいりたいと考

えております。 

 今後の取り組みといたしましては、市民の

方々の集積場所への出し方は従来とは変わり

ませんが、広報紙やマックテレビ等で、小型

家電がリサイクルされることへの周知や、リ

サイクルに対する、さらなる意識の向上につ

ながる方策を講じてまいりたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

○副議長（野坂篤司君） 教育長。 

○教育長（吉田 健君） 教育問題の学校司

書の配置についてお答えいたします。 

 学校図書館につきましては、学習指導要領

に、学校図書館を計画的に利用し、その機能

の活用を図り、児童生徒の主体的、意欲的な

学習活動や読書活動を充実することとされて

おり、児童生徒の調べ物図書を活用しての情

報活用能力の育成や、読み物図書を活用して

の読書意欲の向上といった役割を果たす、学

校における中核的な施設であると捉えており

ます。 

 現在、学校図書館の担当職員としては、学

校図書館法の規定により、学校規模１２学級

以上の学校に、文部科学省講習を修了した教

諭をもって充てる司書教諭を配置することと

しております。 

 また、配置規定のない１２学級未満の学校

においても、学校教育法の規定により、校長

の裁量のもと、司書教諭以外の教員が学校図

書館の運営を担当することとしております。 

 市内各小中学校においては、１２学級以上

の６校の小中学校全てに司書教諭が配置され

ており、その他６校においても、司書教諭以

外の教員が学校図書館の運営を担当しており

ます。 

 御質問の学校司書の配置につきましては、

平成２７年４月１日に施行される学校図書館

法の改正法により、学校には、司書教諭のほ

か、学校図書館の運営の改善及び向上を図

り、児童または生徒及び教員による学校図書

館の利用の一層の推進に資するため、学校図

書館の職務を専門に従事する職員である学校

司書を置くように努めなければならないこと

と定められました。 

 このことを受け、教育委員会といたしまし

ては、改正法の施行後に国として今後検討さ

れる、学校司書の配置についての具体的な事

項の決定を踏まえ、国や県、全国の先進的な

自治体などの状況及び市内校長会の意見等も

集約していきたいと考えております。 

 その上で、学校司書の配置については、十

分に検証し、学校図書館の利用、活動、指導

のよりよい体制を構築してまいりたいと考え

ています。 

 以上でございます。 

○副議長（野坂篤司君） 春日議員。 

○１０番（春日洋子君） 御答弁ありがとう

ございました。 

 それでは、再質問させていただきます。 

 はじめに、質問事項の地域住民生活等緊急

支援のための交付金活用についての１点目、

プレミアムつき商品券の発行について再質問

させていただきます。 

 先ほど市長よりの答弁で、本市においても

国の交付金を活用し、プレミアムつき商品券

を発行する意向であることが明快になりまし

た。工夫次第で、当初予想以上の効果を生む

可能性があるものと大いに期待されるところ

です。 

 一例として、これまで全国の取り組みです

けれども、過去に発行した自治体では、この

プレミアムつき商品券の運用方法として、旅

行代理店や学習塾などのサービス業でも利用

可能としたり、また、家電量販店でも使える
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商品券が好評だったという自治体もあったそ

うです。 

 そこで、私は、地域の消費喚起にいかに役

立たせていくか、効果を最大限に出していく

かということが非常に重要だと思っておりま

すことから、その観点から、本市におきまし

て、プレミアム商品の運用についての、その

お考えをお聞きしたいと思っております。 

 市内の各店舗で利用できるというふうに

なっておりましたけれども、この商品券の中

には、大型店に偏らないように、個人商店の

専用券と、また、大型店、個人商店、共通券

の、どちらでも使える、２種類を入れる方向

で検討していただきたいと思っております

が、その点についてはいかがでしょうか。 

 また、商品券の発行時期、早期にというこ

とは誰しも望むことではありますけれども、

商品券の発行時期はいつごろを計画している

のか、お聞きしたいと思います。 

 さらにはまた、このたび国の交付金を活用

しての、今年度の年度内の予算編成に限って

いるわけですけれども、全国の自治体では、

これまで、せっかく景気が向上したところを

単発で終わらせてはいけないという、そうい

う考えのもとに、市独自の事業として、商品

券の発行を継続して、地域経済を活性化させ

ているという取り組みをしている自治体もあ

ります。 

 私は、三沢市においても、商品券発行の政

策を、一過性ではなくて、継続していく取り

組みが重要と考えます。その際には、現在は

２０％ということでありますけれども、市独

自で進めていく場合は、またそれより低い１

０％なりとか、そのような検討にもなるかと

思いますけれども、この３点について再質問

させていただきます。 

○副議長（野坂篤司君） 経済部長。 

○経済部長（大澤裕彦君） プレミアム商品

券についての再質問にお答えいたします。 

 現在、まだ協議中ではございますが、前

回、やはり大型店にかなりの商品券が流れた

ということで、今回は、できるだけ地元商店

会で消費してもらえるような方法がないかと

いうことで、現在、商工会と協議中でござい

ます。どのような形になるかというのは、ま

だ、これからの会議で決めて、できるだけ地

元商店会のほうに消費が回るような方法を考

えたいと思っております。 

 それから、２点目の商品券の発行時期でご

ざいますが、ゴールデンウイーク前には発売

したいというふうに考えております。 

 ３点目の国の補助金が終わった後、市独自

での考えはないかということですが、現在の

ところ、市独自での継続は考えておりませ

ん。 

 以上でございます。 

○副議長（野坂篤司君） 春日議員。 

○１０番（春日洋子君） ただいまの答弁に

対し、再々質問をさせていただきます。 

 ゴールデンウイーク前ということで、速や

かに早急にということが望ましい、ありがた

い取り組みだと思っております。 

 また、ただいま経済部長からの答弁にあり

ましたとおり、地元商店街でできる限りとい

うことが、非常にまた、商店街の方たちに

とっても歓迎するものだと思いますけれど

も、そこに加えて私が要望したいことは、商

店街の方たちも、いかにお客様を、買い物客

を呼び込めるかという、そういう独自のイベ

ント等も、目玉となるような商品、商店街づ

くりとか、店内の様子とか、そういうイベン

トの開催についても考えていく必要があるの

ではないか。ただお客様を待っているだけで

はなしに、こちらからも招き入れるための、

魅力あるイベントの開催等も必要ではないか

なというふうに思っております。 

 また、もう１点ですけれども、市が独自の

継続事業は、現在のところは考えていない。

ぜひこれから、すぐにということは厳しいか

もしれませんけれども、非常に多く、全国の

中で効果を上げているというところがありま

して、市が主体となって販売するプレミアム

商品券となった場合は、その運用方法が非常

に多彩にできるという、アイデアがいっぱい
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出るということで、神戸市で取り組んでいる

例としまして、加盟店舗に関係なく、市内全

域の飲食店や小売店などでも利用できるとい

うことで、非常にプレミアムという部分、確

かに生活用品等々、必要なものもありますけ

れども、ここにいかにお得感をそれぞれ消費

者が感じて、ありがたいという思いが、また

さらにアップしていけるものではないかとい

うふうに思いますけれども、これから将来に

向けての展望ということにもなると思います

けれども、それについての再々質問、お願い

いたします。 

○副議長（野坂篤司君） 経済部長。 

○経済部長（大澤裕彦君） プレミアム商品

券に関しての再々質問にお答えいたします。 

 商品券を地元商店会で有効に使うためのイ

ベント等の開催については、地元商店会と協

議しながら、ぜひそういう方向になれるよう

に努めてまいりたいと考えております。 

 また、継続して飲食店等、お得感とかとい

うことは、飲食店のほうにも当然使えるよう

な方向で検討しておりますし、この商品券を

使った際には、例えば行ったことがない飲食

店でも、こういうお得感があるのですよとい

うようなものも協議してまいりたいと思って

おりますし、先ほど市長が答弁したように、

このほかに、小中学生の図書券とか衣料品の

発行というものは継続していきますし、多子

世帯への地場産品も、今のところ、年４回ほ

どの地場産品とかというものを考えておりま

す。 

 今の交付金を契機として、今まで地元消費

者がわからなかった、知らなかったけれど

も、こういうおいしいものがあるのだなと

か、こういういいものがあるのだなというも

のを積極的にＰＲに努めてまいりたいと考え

ております。 

 以上でございます。 

○副議長（野坂篤司君） 春日議員。 

○１０番（春日洋子君） 再々質問に係る答

弁ありがとうございました。 

 次に、２点目の生活支援策として交付金を

活用する具体案について再質問させていただ

きます。 

 先ほどの答弁にございましたとおり、生活

支援策については、主に子育て支援策、低所

得者、高齢者、障害者等、支援策に取り組ん

でいかれるものと認識したところであります

けれども、子育て世帯では、常日ごろからお

聞きするところなのですけれども、ことしも

かなりインフルエンザが流行いたしました。

インフルエンザの予防接種費用の負担が大き

いという声が多く聞かれます。なるべく風邪

を引いたり、インフルエンザにかからずとい

うことは誰しも願うところですけれども、世

帯によっては、４人、５人、６人と、そし

て、一人一人のインフルエンザの予防接種費

用が高額であるということに、非常に負担感

を感じている世帯が多くございまして、そこ

で、予防接種に利用できる子育て応援券とい

うものを配付していくことをぜひ検討してい

ただきたいと思いますが、具体の取り組みに

なりますけれども、それについてはいかがで

しょうか。 

○副議長（野坂篤司君） 経済部長。 

○経済部長（大澤裕彦君） ただいまの再質

問にお答えいたします。 

 国から示されているメニューの中には、現

在のところ、予防接種ということは入ってお

りませんが、一旦、県のほうに問い合わせて

みたいと思います。 

 以上でございます。 

○副議長（野坂篤司君） 春日議員。 

○１０番（春日洋子君） 再質問に係る御答

弁ありがとうございました。 

 可能であるかないか、私も素人なのでよく

わかりませんけれども、ぜひまた、そういう

声が何かしらの形で実ればいいなと思っての

再質問でありましたので、よろしくお願いい

たします。 

 それでは次に、３点目の地方版総合戦略の

策定に向けての人材確保について再質問させ

ていただきます。 

 先ほど市長より、必要に応じては、準備の
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状況によっては、国の地方創生人材支援制

度、こちらののほうにも、５年間の制度であ

りますので、地元、また近隣にも、もちろん

有識者、力のある方、知識の豊富な方が、も

ちろん存在しているかと思いますけれども、

こちらの制度もまた、全て希望どおりになる

かどうかということもありますけれども、国

においては、派遣先市町村と派遣人材のマッ

チングを行うと、１００市町村規模というこ

とでもありましたので、１００％希望がかな

えられないのかもしれませんけれども、第１

段階として、新聞報道によりますと、市町村

によって温度差があるということでありまし

て、戸惑いもあるということでしょうけれど

も、三沢市は、まず第１段階としては、この

制度に応募しようというお考えは持ち合わせ

ていなかったのかどうか、その点についてお

聞きしたいと思います。 

○副議長（野坂篤司君） 経済部長。 

○経済部長（大澤裕彦君） ただいまの再質

問にお答えいたします。 

 現在のところ要望の考えはございません。 

 以上です。 

○副議長（野坂篤司君） 春日議員。 

○１０番（春日洋子君） ただいま再質問に

係る答弁をいただきましたけれども、これを

ぜひすべきだということは、そんなに私の立

場で申し上げるものでもありませんけれど

も、そうしますと、国の支援内容にあります

とおり、本日の新聞報道でも、むつ市が新聞

に掲載されました。まち・ひと・しごと創生

本部、市長が本部長となっての報道がありま

して、いち早く着手、スタートをしたのだな

と、その紙面から感じることとなりましたけ

れども、さまざまな分野の方々を委員として

依頼をしてということになりますけれども、

三沢市としては、意気込みというのは、市長

以下担当部課長さん方、また、外部の有識者

を招いてというふうになりますけれども、こ

れを年度内に確実にやるということは、もち

ろん大前提ではありますけれども、市とし

て、ここを充実させていくという意気込み、

また、確信というものはお持ちなのでしょう

か。参考にお聞きしたいと思います。 

○副議長（野坂篤司君） 副市長。 

○副市長（米田光一郎君） 再々質問にお答

えいたします。 

 地方版総合戦略の策定に当たっての意気込

みということですが、先ほどの人材支援制度

の活用にもちょっと触れたいと思います。 

 この活用につきましては、全国自治体１４

４の中で、青森県では十和田市だけが希望し

ている状況です。 

 三沢市では、一番最初の答弁でも申し上げ

たとおり、今後、事業を進めていく中で、状

況に応じまして、必要であればやってみたい

と考えております。 

 地方版総合戦略の策定に当たっては、意欲

を持って、是が非でもいいものをつくりた

い、そのように考えております。 

○副議長（野坂篤司君） 春日議員。 

○１０番（春日洋子君） 再々質問に係る御

答弁ありがとうございました。 

 次に、質問事項の４点目、ふるさと名物開

発への取り組みについて、事業者の支援につ

て再質問させていただきます。 

 本市におきましても、これまで地域の特産

品を活用して、商品化につなげている成功事

例はありますが、残念ながらブランド化には

まだ至っていないという実情は、皆さんも周

知のことと思いますけれども。 

 このたび、国のバックアップを最大限に活

用して、地域経済に活力をもたらす、ふるさ

と名物の開発というのを進めていくことにな

りますけれども、私は、あらゆる機会を活用

して、販路開拓につなげていくことが求めら

れるのではないかなというふうに思っており

まして、その一例として、可能であればなの

ですけれども、これまで全国からふるさと納

税が三沢市にも寄せられていると思います。 

 そのふるさと納税の返礼品として、地元特

産物等を詰め合わせして、返礼品として送っ

ていらっしゃるということは、担当課からも

お聞きいたしましたけれども、ぜひここに、
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あらゆる機会というふうに申し上げましたの

は、どこからきっかけができるかということ

を自分自身で思ったものですから。 

 例えば、具体に今、事業者が取り組んでお

りますゴボウを使った、手をつなぐギフトと

いうのがございまして、さまざまなギフト用

品として創意工夫をしております。パッケー

ジもきれいに仕上がっているのも、私も拝見

いたしましたけれども、こういう手をつなぐ

ギフトなどの商品を、ふるさと納税の返礼品

として活用して、また何かのきっかけに、販

路開拓という意味合いになりますけれども、

そういう小さなチャンスでも、何かしらの

きっかけづくりというふうに希望が広がって

いくのではないかなというふうに思っており

ましたけれども、この点についてお聞きした

いと思います。 

○副議長（野坂篤司君） 経済部長。 

○経済部長（大澤裕彦君） ただいまの再質

問にお答えいたします。 

 春日議員から例のあった商品のほかに、

もっとたくさん開発しているものもございま

すし、もともと最初から人気のあった商品も

ございます。 

 ふるさと納税の品物につきましては、今年

度は、こちらから全部強制ではなくて、ふる

さと納税した方がピックアップもできるよう

にして、たくさんそういう特産品、開発した

ものもラインナップして、商品の周知とか消

費拡大、将来的な販路拡大につなげる一助と

して、ふるさと納税も活用したいと考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○副議長（野坂篤司君） 春日議員。 

○１０番（春日洋子君） 再質問に係る答弁

ありがとうございました。 

 ぜひ三沢市のＰＲとともに、ふるさと納税

もまた、三沢市を応援するという人たちが、

またさらにふえていくことを望みたいと思い

ます。 

 次に、質問事項の５点目、レアメタルのリ

サイクルについて再質問させていただきま

す。 

 先ほど民生部長から答弁をいただきまし

た。既に、この法が施行されて２年近くにな

ろうとしておりますけれども、三沢市は昨年

の１０月、１１月、清掃センターにおいて、

市内のごみの回収の中から分別をして、八戸

市云々という御説明がありましたけれども、

それまで何もしていなかったとは思いません

けれども、具体な取り組みは、どのように市

民への呼びかけと、再利用を促進するための

取り組みという点では、どのように行ってき

たのでしょうか、お聞きしたいと思います。 

○副議長（野坂篤司君） 民生部長。 

○民生部長（宮古直志君） 再質問の小型家

電につきましての、レアメタルにつきまして

の御質問にお答えいたします。 

 今、議員御質問ありましたように、この法

律が施行されるまでは、実際にリサイクルに

つきましては、例えば鉄につきましてはある

程度回収いたしまして、それをリサイクルと

して入札等にかけまして、実際にそういうふ

うに取り扱ってまいりました。 

 実際にこの小型家電リサイクル法が、２年

前になりましてから、担当部のほうでもいろ

いろと検討いたしまして、やはりこれに向け

てどのように三沢市として協力できるか、こ

ういうのを、再度、先進事例をもっていろい

ろと調査させました。ですけれども、これに

つきまして、実際に取り組んでいるところ

が、なかなか大変難しいということでの反応

等がございまして、たまたま隣の八戸市のほ

うで、これにつきまして実際に実証実験を

やっておりまして、その情報等が入りました

ので、これにつきまして、先ほど申しまし

た、うちのほうでピックアップ回収というこ

とで実際にやってみて、その結果を見て、今

回の２７年度の当初予算に、ぜひやろうとい

う意気込みを持ちまして予算計上させていた

だきました。 

 今後におきましても、廃棄物のリサイクル

につきましては、やはり循環型社会というの

は国のほうで大きく今、大きなフレーズとい
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うか、大きな旗を振っておりますので、なる

べくこれに幾らでも協力できる体制を持ちた

いというふうな意気込みを持ってやっており

ますので、御理解いただきたいと思います。 

○副議長（野坂篤司君） 春日議員。 

○１０番（春日洋子君） 再質問に係る答弁

ありがとうございました。 

 私は、非常に緩やかだなと思って、今お聞

きしておりました。理想論は、そのとおりで

はありますけれども、皆さん理解していても

行動を起こすかどうか、実際にそのことをわ

かってはいるけれども、どう実践していただ

くかということの、行政としては市民の意識

の向上ということを、また、実際に行動を起

こしてもらうことを、具体にどういうふうに

取り組んでいるかということが、なかなか私

には感じることができません。申しわけあり

ませんけれども。 

 さまざまな全国の自治体の先進事例、回収

ボックス、そこにこだわり続けるということ

ではなしに、あらゆる機会をということであ

れば、市でもこういうふうに取り組んでい

る、そうだよねというところが、家庭に眠っ

ている。そして、面倒だから捨ててしまうみ

たいな、もしそういう人がいたとしたら、そ

うだ三沢市でも取り組んでいるのだという、

その意識づけには大きく効果があるのではな

いかなというふうに考えておりました。 

 このたびネットで、環境省と経済産業省に

ついての、非常にわかりやすい、小型家電リ

サイクル法が始まりましたということで、こ

ういうふうにわかりやすく、カラー刷りの

ページがございまして、市としてもあらゆる

機会、可能な機会を捉えまして、わかりやす

い、皆さんが本当に自発的に心を動かして、

環境に配慮するとか、希少な金属というもの

は大切なのだということの、そういう意識づ

けを高めていってほしいこととともに、それ

が、ひいては形として目に見えるものとして

は、回収ボックスというものが必要だと思い

ますけれども、その点についてはどういうふ

うにお考えか、お聞きしたいと思います。 

○副議長（野坂篤司君） 民生部長。 

○民生部長（宮古直志君） 小型家電のレア

メタルにつきましての再質問にお答えいたし

たいと思います。 

 やはり意識づけ、いろいろと今、議員のほ

うからさまざまな御意見、御提言ございまし

た。これにつきましては、やはり十分先進地

の事例等も参考にしますけれども、やはりこ

れにつきましては、市民の方々にわかりやす

く周知させる、この手段につきましては、再

度、我々行政側でも検討しなければいけない

事項だと思っております。 

 ですので、今、御提言、御質問ございまし

た部分につきましては、十分そこら辺は加味

しまして、新年度から新しい心構えで取り組

んでいきたいと思っておりますので、御理解

いただきたいと思います。 

○副議長（野坂篤司君） 春日議員。 

○１０番（春日洋子君） 御答弁ありがとう

ございました。 

 最後に、質問事項の６点目、学校司書の配

置について再質問させていただきます。 

 教育長から御答弁ありました。私は、もっ

ともな答弁をいただいて、お聞きしておりま

したけれども、私が思っていますのは、司書

教諭は学級担任を兼ねているわけです。負担

がどれほど大きいかということを私なりに

思っているわけなのです。 

 そして、正職員ではありませんので、事務

職員としての位置づけですね、特別職職員と

してですね。そして、募集するに当たって

も、１日何時間、そして１時間の時給幾らか

ということで可能であるというふうに、私は

予算化するには工夫は幾らでもある。年度ご

とにふやしていくという手だてもあるでしょ

うし。 

 要は、根本的に、教育委員会では、学校司

書、いわゆる学校司書を配置することは、児

童生徒にいかに読書活動の充実を、またさら

に図るかということが、言語活動の充実とい

うことの意味合いもありますけれども、その

点で、いかに理解――理解はもちろんしてい
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らっしゃると思いますけれども、それをしっ

かりと行政にも働きかけて、学校の先生方の

これ以上の負担感、またさらには、児童生徒

のよりよい読書活動の推進、豊かな心を育て

るという意味合いでは、絶対必要だというふ

うに、配置すべきだと思いますけれども、そ

れについてお聞きしたいと思います。 

○副議長（野坂篤司君） 教育長。 

○教育長（吉田 健君） 春日議員再質問

の、児童生徒のため、または教職員の負担軽

減、これを趣旨として、教育委員会、三沢市

として、市内小中学校に臨時的任用職員とし

て採用する学校司書を配置する意向、考えが

あるのか、ないのかについてお答えいたしま

す。 

 このことについては、春日議員御提言の趣

旨を十分に踏まえ、特に平成２７年４月１日

施行の学校図書館法の改正法にも準拠した上

で、国において、学校司書としての資格のあ

り方、その養成のあり方等が決定し次第、そ

の結果に基づき、財政当局とも協議し、臨時

的任用職員としての採用のあり方も含め、学

校司書の配置について適切に、また、適宜に

対応してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○副議長（野坂篤司君） 以上で、春日洋子

議員の質問を終わります。 

───────────────── 

○副議長（野坂篤司君） 本日の日程は終了

いたしました。 

 なお、明日も引き続き一般質問を行いま

す。 

 本日は、これをもって散会します。 

午後 ２時５９分 散会   

 


